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1 序言
平成22年3月11日に東日本大震災が発生し，
原子力事故が勃発した。これを契機として，我
国の原子力政策および環境エネノレギ一政策の再
検討が始まった。その一環として電力市場改革
が開始された。
経済産業省において，平成24年2月から電
力システム改革専門委員会が開催されてきた。
平成24年7月には，「電力システム改革の基本
方針一一国民に聞かれた電力システムを目指し
て」という中間試案が示された。その後の検討
を経て，平成25年2月に， 「電力システム改革
専門委員会報告書」が作成された。
この報告書に基づいて，電気事業法が改正さ
れることになった。 2年後の電力の融通体制を
強化するための電力会社の送電網を一括運用す
る第三者機関の設立， 3年後の家庭で電気の契
約先を自由に選べるようになる小売りの全面白
由化， 5年乃至7年後の電力事業への新規参入
を促すための電力会社の発電と送電部門を分社
化する発送電の分離が予定されている。
このよ うな状況の中で， 電気を使用し消費す
る消費者はどのよ うな権利を持つことができる
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のかを検討したいと思う。その際に， EU指令
における消費者保護規定を参考にしたいと思う。
本稿において消費者とは，主として家庭部門の
消費者を意味することにする。
2 電力システム改革
2. 1 「電力システム改革の基本方針一一国民に開
かれた電力システムを目指してJ
「電力システム改革の基本方針 国民に聞
かれた電力システムを目指して」（以下におい
て，基本方針と言 う）I）は，東日本大震災の結
果として，エネノレギーミックスの問題，すなわ
ち，中長期のエネルギーバランスおよび電源立
地の見直しと，地域割の垂直一貫体制の見直し
を指摘した。これは低廉で安定的な電力供給の
観点から考えられている。
基本方針は，エネノレギ一安定供給，競争力の
強化，地球環境問題への挑戦を目標とした技術
を集結させ国民が参画できる電力システムを志
向し，選択的競争的な市場環境を指摘している。
基本方針は，改革の基本方針として需要サイ
ド（小売分野）の改革，供給サイド（発電分
野）の改革，送配電分野の改革（中立性・公平
性の徹底）を挙げている。
これらの改革の中で， 電気を使用し消費する
消費者はどのような権利を持つことができるの
かの観点に直接的にかかわるのは，需要サイド
（小売分野）の改革である。
基本方針は， 需要サイド （小売分野）の改革
について，すべての国民に電力選択の自由を保
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証することを指摘する。 これは，消費者が電力
供給者を自由に選べ， すべての供給者が安定供
給マイン ドを持って電力を供給する市場の設計
と，市場における価格シグナノレによって節電を
促すことを意味するとい う。
そのために，小売りの全面白由化を行うとす
る。これは供給者や電源の選択を意味し，発電
分野や送配電分野の改革を伴うとする。供給者
や電源の選択の場面で，事業者と消費者との問
で契約を締結することになるので， 消費者契約
法などの消費者法の適用が想定される。
この自由化は平成 12年3月から行われてき
たが， 家庭部門は自由化の対象とはなっていな
かった。家庭部門が自由化される ことによって
小売りの全面白由化が達成されることになる。
また， 一般電気事業者の供給義務と料金規制
（総括原価方式）を撤廃するという。したがっ
て，多様な料金メ ニューとサービスを提供でき
るとする。これらに対して消費者法上の措置を
しておく必要がある。 需給状況に応じた料金の
例を参考にして料金メ ニューに応じた措置を講
ずることが肝要であろう。
電力を最終的に必ず供給する事業者を定める
最終保証サービスについても吉及している。こ
れは，契約の交渉が纏まらない場合や供給事業
者の破綻等に備えるためであるとする。この場
合に， 最終保証サービスの提供者を誰にするの
かや最終保証料金をどのように設定するのかと
いう問題があるとする。最終保証料金の設定の
仕方は， 料金規制を撤廃するという趣旨から考
える と， 事業者と消費者の問における契約で決
定することになるであろう。したがって，この
点についても消費者法が介入する余地が出てく
る。
離島の電気料金については，離島への供給コ
スト が高 く料金規制の撤廃により電気料金が上
昇する懸念があるために，全国平準化の措置を
する必要があると提案されている。これは，消
費者法における公法的な規制の分野に属するこ
とになるであろ う。
その他に，節電型社会に向けたインフラ整備
として，スマートメーターの整備，一般電気事
業者の需給調整メニ ューの拡充，省エネ電力取
引市場の整備が指摘されている。これらの分野
も，消費者がかかわる限り，消費者法上の措置
をしておく必要があろう。
基本方針は， 需要サイド（小売分野）の改革
に伴って， 供給サイド（発電分野）の改革に亘
及している。この目的は，国際競争力のある自
由な競争的市場を作り上げることである。
競争的市場の中で指摘されている小売分野へ
の他業種からの参入によって電気以外の他の商
品・サービスとの併給も可能とすることや，電
気の枠を超えたエネノレギーサービスの融合化・
ボーダレス化の進展のロI能性に対して，消費者
に関連する限り，消費者法との措置をしておく
必要がある。
小光の全面白由化に伴い， 一一般電気事業者の
供給義務と料金規制を補完する卸規制を撤廃す
るとする。その結果，発電分野の市場活性化が
生ずるとするので，間接的に料金などを通して
消費者に影響を与える ことになるであろう。
その卸電力市場の活性化（発電分野の市場活
性化）が提案されている。そのために， 一般電
気事業者が卸電力市場に参加することや却電力
事業者の売電先の多様化が計画されている。 こ
れらのことに需給夜前市場 (1時間前市場）の
創設，新電力の電源確保の措置（部分供給のノレ
ーノレ化や常時ノイック アッ プ料金の見直し）が伴
うとする。
供給力の確保のために， 4時間前市場の改革，
需給直前市場 (1時間前市場）の創設， 託送制
度に計画値同時同量制度の導入することによっ
てネガワット取引を活性化させるとする。この
ネガワット取引は主に大口の需要家に関わるこ
とであるが，小口の消費者に関わる場合があれ
ば消費者法上の措置を考えておく 必要があるで
あろう。
小売および発電の自由化によって生ずるリス
ク低減マインドの結果として懸念される供給力
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の不足を補充するために，小売事業者に供給予
備力の確保義務を負わせて適切な供給予備力を
確保する手段として，供給力のある者と不足し
ている者の闘で容量の売買を行う容量市場の創
設が提案されている。このことは，消費者が電
力の供給確保を求めるこ とができる法的措置の
必要性を裏付けている。
供給力の確保がいかに重要かは，需給ギャッ
プに対応する長期の供給力の確保のために，新
電力の参入と再生可能エネノレギーの導入を促進
するセーフーティーネ ット措置として，広域
的・中立的な広域的系統運用機関が需給見通し
の策定と評価を行い， 長期的に電源が不足する
と見込まれる場合における長期の投資同収を保
証する仕組みの提案にも現れている。
基本方針は， 需要サイド（小売分野）の改革
と供給サイド（発電分野）の改革jこ伴って，送
配電分野の改革（中立性 ・公平性の徹底）に言
及している。
この送配電分野の改革（中立性・公平性の徹
底）は，発電部門や小売部l1Jにおける競争と選
択の自由を確保する前提として位置づけられて
いる。これに伴って，供給力の確保，区域を超
えた電源、の効率的活用，緊急時の地域間融通の
ために，送配電部門の広域化が提案された。
送配電部門の広域化のために，広域系統運用
機関の設立が提案された。送配電部門の中立性
の確保のために，機能分離型または法的分離型
が提案された。
広域的な供給力の有効活用と市場の活性化の
ために，地域関連系線等の強化（設備増強と運
用の見直し）が提案された。これは具体的には，
東西連系線と周波数変換設備，北海道本州問連
系線の増強，連系線の運用見直しなどを意味し
ている。
託送制度の見直しも提案された。これは，現
行のインバランス料金制度の廃止．に伴うインパ
ラス料金制度の透明化，計画値同時同量の導入，
リアノレタイ ム市場の創設，連系線利用の見直し
を意味している。
基本方針は，需要サイド（小売分野）の改革，
供給サイド（発電分野）の改革，送配電分野の
改革（中立性・公平性の徹底）を挙げていたが，
最後に詳細設計に向けた検討課題を示している。
この詳細設計に向けた検討課題は，小売自由
化に伴う措置， 発電自由化・卸市場活性化に伴
う措置，送配電中立化に伴う措置，規制機関の
あり方，その他の重要検討事項であるとする。
これらの中で，小売自由化に伴う措置は直接的
に消費者に関係する。この分野で検討事項とさ
れている最終保障サ ビースの提供主体とその料
金・費用負担のあり方，既に自由化された部門
での最終保障サービスのあり方，離島の電気料
金の平準化措置 （ユニバーサノレサービス）の具
体策については，消費者法の観点から検討する
ことができる。
また，規制機関のあり方は間接的に消費者に
関係する。自由化された小売市場における競争
の適切な監視は，そのことを指している。適切
な監視の具体化をする必要がある。
2.2 「電力システム改革専門委員会報告書J
「電力システム改革の基本方針一一国民に聞
かれた電力システムを目指して」をさらに検討
して，最終的に「電力システム改革専門委員会
報告書」 （以下において，報告書と貢う）が作
成された2）。
報告書は，電力システム改革を貫く考え方と
して事業者と需要家の選択と競争を通じた創意
工夫を根幹とする。競争が活発になると卸価格
の低減，新たなサービス ・料金メ ニューの提供，
低廉な小売価格が実現するとする。また，多様
な供給力の活用によって電力・ガス・石油など
の各エネノレギーサービスの融合化・ポー ダレス
化が進むとともに，次世代期の分散型システム
や需要管理システム というサービスの創出がな
されるとする。
報告書は，小売全両自由化とそのために必要
な制度改革，市場機能の活用，送配電の広域
化・中立化， 安定供給のための供給力確保策，
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その他の制度改革を提案している。これらの中
で，消費者に関連する部分を採り上げることに
する。
2. 2. 1 小売全面自由化とそのために必要な制度
改革
まず，小売全面自由化とそのために必要な制
度改革は直接的に消費者に関連する。報告書は，
電力選択の自由，小売市場への事業者の参入の
自由，供給途絶等のないようにする需要家保護
を基本とする。したがって，消費者の権利とし
て，電力選択の自由と，供給途絶等のないよう
に求めることが考えられる。
小売市場の活発な競争には，小売全面白由化
と伴に，却電力市場の活性化，送配電部門の中
立化，地域関連系線等の強化・運用見直しが関
連する ことを指摘するのは，興味深い視点であ
る。これらの事項は，間接的に消費者に関わる
のである。
電力選択の自由と小売市場の活発な競争のた
めに，地域独占の撤廃，すなわち，小売市場へ
の事業者の参入の自由が位置づけられている。
地域独占の撤廃に伴って一般電気事業者等に
課されていた供給義務がなくなるが，しかし電
気の供給途絶を回避するために，送配電事業者
に対する最終保障サービスの提供義務，小売事
業者に対する供給力の確保義務，系統運用者に
対する周波数の維持義務，広域系統運用機関に
よる電源確保制度や容量市場の構築が提案され
ている。ここから，消費者による供給力の確保
を求める権利を構成できる。
この消費者の権利を確保することに役立つの
は，小売事業を営む事業者に対する規制，発電
事業や送配電事業を営む事業者に対する規制，
小売事業・送配電事業・発電事業ごとのライセ
ンス制である。これは， 安定供給や需要家の利
益の保護を図るための措置として位置つョけられ
ている。
小口部門の料金規制の自由化と供給力の不足
を補うための多様な料金設定は，消費者との取
引内容の主要な部分となる。これは，消費者の
要望に対応した ものとならなければならない。
報告書は，そのことを推進し，小売参入の全面
白由化後に需要家保護のための経過措置を設け
るとする。たとえば， 一般電気事業者に規制料
金で供給する義務を負わせることや需要家に多
様な料金メニューの選択権を与えることを挙げ
ている。
小売全面白由化に伴って，需要家が小売事業
者から電力の供給を受けられない事態や不当に
高い電気料金を回避し， 電力選択の自由の実現
のために，最終保障サ ビースの実施と，料金設
定や消費者への情報提供に関する措置が必要で
あるとする。ここから，消費者が適正な料金を
求める ことができる権利や情報提供の権利を構
成できる。
最終保障サービスは，小売事業者の破綻・撤
退や契約交渉の不調に備えるためであるとする。
この点は，前述した消費者による供給力の確保
を求める権利として構成できる。最終保障サー
ビスを担うのは，エリアの送配電事業者である
とする。したがって，エリアの送配電事業者に
対する消費者による供給力の確保を求める権利
となるであろう。
離島の電気料金の平準化の措置（ユニバーサ
ノレサービス）が提案されている。この担い手は，
エリアの送配電事業者であるとする。したがっ
て，この点は，エリアの送配電事業者に対する
消費者のユニバーサノレサービスを求める権利を
構成できる。
その他の需要家保護措置として，内容を十分
に理解せずに高額な料金で契約する事態を回避
するために，小売事業者に対して料金等の供給
条件について消費者に説明することを課するこ
とや小売事業者による著しく不適切な料金の設
定に対する業務改善命令を下すことを提案して
いる。これらのことは，消費者保護にとって重
要な措置である。その他の必要な措置に言及し
ているが，具体策が明示されていない。その他
の消費者保護策を具体化すべきである。
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小売全面白由化に伴って電気の小売事業者の
選択が可能となることのほかに，小売事業者を
切り替える具体的な方法を国や事業者等が家庭
等の需要家に周知・広報すべきことが提案され
ている。これは，事業者等の情報提供義務の 1
っとして消費者の権利として確立させるべきで
ある。
電気の小売事業者の選択が可能となるために，
需要家の電力使用に関する情報な どの需要家情
報に小売事業者がアクセスできるようすること
で，顧客の獲得や契約変更を円滑化する仕組み
を設けることや，需要家の分布に関する情報提
供をする仕組みを設けることが提案されている。
この場合に確認されていることは，需要家情
報が需要家に帰属することと，個人情報の保護
である。また，需要家情報の管理は送配電事業
者である とする。この点は，個人情報保護法と
の関連性を意識しながら，消費者の同意を得る
仕組みを考案することが肝要である。
その他に，報告書は，家庭など低圧需要につ
いて低圧託送制度を整備する必要があるとする。
電気料金に関して原則として二部料金制となる
が，スマートメーターの導入までは最低料金性
も認めるとする。このことは，料金の設定にお
いて劃酌しておくべき事項である。その際に，
30分毎の計量ができる電力使用量を計量でき
るメ ーターを付ける必要があるとする。
計画値同時同量制度の導入は電力の市場での
取引を促進し，需要削減分のネガワット取引市
場で取引を促進するとする。その制度は，発電
事業者の参入促進効果も有するとする。
2.2.2 市場機能の活用
報告書は，市場機能の活用策として卸電力市
場の活性化を提案している。このために経済合
理的な電力供給体制の実現と競争的な市場の実
現を計画している。卸電力市場の活性化は，小
売市場における競争促進に結び付いている。こ
れは，低廉で安定的な電力供給に結実すると解
されている。このことは，消費者にとって価格
取引に影響を与えるものである。
低廉で安定的な電力供給の実現のためには，
小売全面白由化や送配電部門の広域化・中立化
だけでなく，小売市場の競争環境の実現が必要
である。この小売市場の競争環境の実現のため
に，卸電力市場の活性化が不可欠であるとする。
卸電力市場の活性化の lっとして，卸電力取
引所への需要家の直接参加が挙げられて，小売
市場の競争促進に結び付くと考えられている。
これは，消費者の関心事項となる。
これに関連して，デマンドレスポンスやネガ
ワット取引の導入が指摘されている。家庭等の
消費者の行動にかかわるならば，その対応措置
を考えておく必要があろう。
報告書は，卸売電力市場が十分に機能するま
での競争促進の措置として，卸売電力市場の機
能を条件として廃止が予定されている常時パッ
クアップ料金や供給量の見直し， 部分供給の実
施のための環境整備，先渡市場の活性化を指摘
する。常時パックアップと部分供給については，
適正な電力取引についての指針に基づくのが良
いとする。
この適正な電力取引についての指針は，小売
分野における適正な電力取引の在り方，託送分
野における適正な電力取引の在り方，卸売分野
における適正な電力取引の在り方を規定してい
る。常時パックアップについて，卸売分野にお
ける適正な電力取引の在り方の中で定め，部分
供給については，小売分野における適正な電力
取引の在り方の中で定めている。さらに部分供
給について，部分供給に関する指針に基づくこ
とが期待されている。
小売市場の競争環境の実現のために，卸電力
市場の活性化が不可欠であるので，それらは暫
定措置として妥当であるが，電力市場の改革に
伴って適正な電力取引についての指針を改定す
る必要があろう。
卸規制，すなわち，却電気事業者や卸供給事
業者が一般電気事業者に供給する場合における
総括原価方式による料金規制や供給義務は，小
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売参入の全面白由化の時点で撤廃されるとする。
卸契約は自由契約になるとするが，小売契約に
影響を与える可能性があるので，その適正な契
約内容の形成が望まれる。
却電気事業者の市場参加は，卸電力市場の活
性化のために不可欠であるとする。これは一般
電気事業者の自主的取組に任せることなく，卸
電力市場のモニタリ ングにおける確認事項と位
置づけられている。このことは，卸電力市場の
活性化の進め方の中に含められている。
卸電力市場の活性化は，小売市場における新
規参入促進や競争の促進に不可欠であって，需
要家の選択肢と密接に関連するとする。そのた
めに卸電力市場の競争的環境の確保が必要であ
るとする。したがって，モニタンリングの実施
が継続的に行われるべきであるとする。このモ
ニタンリングの実施の結果が望ま しいものでな
い場合は，制度的措置を伴う却電力市場の活性
化策を検討するとする。この活性化策の lっと
して，卸電力市場の競争的環境の確保のために
適正な電力取引についての指針を改定する必要
があるが，制度的措一肯を伴う却電力市場の活性
化策を必ず策定し実施しなければならないであ
ろう。
卸電力市場の活性化や小売の全由ー自由化に伴
って，電力先物取引のニーズが拡大すると予想
されるので，商品先物取引法に電気を追加する
必要があるとする。商品先物取引法の改正が不
可欠である。
需給調整における市場機能の活用が指摘され，
l時間前市場， リアノレタイム市場， インバラン
ス精算の仕組みの構築が提案されている。
2.2.3 送配電の広域化・中立化
東日本大震災時の経験から広域的な系統運用
の必要が生まれた。報告書は，そのために機能
しなかった送配電等業務支援機関を廃止して，
広域系統運用機関を設立するとする。送配電部
門の広域化が低廉で安定的な電力供給に関連す
る限り，それは消費者の関心事項である。
広域系統運用機関は， 需給計画の受理，系統
運用業務の監視，需給逼迫時の供給命令等で国
が関与する余地があるが，需給計画業務・系統
計画業務，長期の供給力確保のための予備力管
理等の業務，需給及び系統の広域的な運用， 需
給逼迫緊急時の措置，系統アクセス業務，系統
情報の公表，系統の信頼度評価を行うとする。
これらの中で，長期の供給力確保のための予
備力管理等の業務と需給逼迫緊急時の措置が消
費者にとって最も関心の強い分野である。
これらの広域系統運用機関の業務を行うため
に，ノレーノレを定めて国がその適切さを確認する
方法を採用するとする。長期の供給力確保のた
めの予備力管理等の業務と需給逼迫緊急時の措
置に関する分野については，特に厳格なノレーノレ
の策定が望まれる。
エリアの系統運用者・系統利用者と広域系統
運用機関の関わりについて，広域系統運用機関
の制度設計において，エリアの系統運用者・系
統利用者が広く参加し，広域系統運用機関が策
定する／レーノレを遵守する枠組みとし，各種計両
の提出義務などを課することが必要であるとす
る。この場合も同様に，長期の供給力確保のた
めの予備力管理等の業務と需給逼迫緊急時の措
置が消費者にと って関心の強いので，適切な実
施が望まれる。
報告書は，小売全面白由化等の改革を進めて
いく中で，送配電部門の中立性の確保の必要性
を提案している。送配電部門の中立化が低廉で
安定的な電力供給に関連する限り，それは消費
者の関心事項である。
送配電部門の地域独 1iを残したうえで，発
電・小売分野での多様化・自由化を行うためや，
小売分野でエリアを超えた競争が行われるため
に，送配電網の公平性・中立性が確保されるこ
とが必要であるとする。発電・小売分野での多
様化・自由化や小売分野でエリアを超えた競争
は，結果として消費者に対するサービスや料金
に関連する事項である。その重要な手段の lっ
として送配電網の公平性・中立性が位置づけら
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れる以上，これも消費者の関心事項である。特
に地域独占となるために残される料金規制は，
適切なコントローノレがなされねばならない。こ
れは，消費者へのサービス料金に反映されてく
る治〉らである。
送配電部門の中立化の確保の方式として，法
的分離または機能分離 (ISO）を指摘し，それ
ぞれの長短を詳細に比較している。消費者に関
連する記述を採り上げるならば，法的分離は，
送配電部門に対する規制に服さないので，発
電・小売部門の経営の自由度が向上して顧客サ
ビースの追及や海外進出等の新事業展開などを
することができ，競争原理の中で効率化を追求
できるとする。この指摘が正しければ，法的分
離の方が消費者の利益に適っていると言えよう。
報告書は，第 l次的に法的分離の立場を支持
し，中立性確保のための必要な行為規制を行う
とする。送配電部門の中立性・独立性の確保の
ために行為規制が必要で， EUなどの先行事例
を参考としつつ，我国の実態に合わせて行為規
制を作成すべきであるとする。行為規制のあり
方については， EU法及び構成国法をそのまま
導入する必要はないが，指令等に行為規制の規
定があるので参照しやすく，大きな示唆を与え
てくれるものと評価できる。
この行為規制は大きく分けて2つある。送配
電部門の中立性・独立性の確保のための行為規
制と親会社（持株会社または発電・小売会社）
と子会社（送配電会社）との問で必要となる行
為規制である。
送配電部門の中立性 ・独立性の確保のための
行為規制について，報告書は，情報の目的外利
用の禁止，発電 ・小売業務との兼職の禁止，送
配電関連業務に関する文書 ・データ等の厳格管
理（情報の符号化や入量制限等），会計の独立
性確保，差別的取扱いの禁止を例不する。
親会社（持株会社または発電・小売会社）と
子会社（送配電会社）との問で必要となる行為
規制については，親会社からの独立性の確保の
ための行為規制と して，送配電子会社の意思決
定の独立と送配電子会社への人事異動の制限を
例示する。また，競争部門での対等な競争条件
確保のための行為規制として，親会社（持株会
社または発電・小売会社）から子会社（送配電
会社）への業務委託の制限と他の小売事業者 ・
発電事業者からの受託における非差別的取扱い，
親会社と送配電会社による共同の広告宣伝の制
限を例示する。
送配電子会社の株主としての行為や，スケー
ノレメ リットを追求する行為であって，送配電子
会社の独立性確保と競争部門での対等な競争条
件確保の影響を及ぼさないものについては，規
制の対象外としている。
これらの行為規制について， EC法及び構成
国法と比較して追加事項があるのかを検討して
おく必要があろう。
2.2.4 安定供給のための供給力確保策
報告書は，供給力の確保のために，小売事業
者に供給力確保義務を諜すこと，発電事業者に
他社との契約や自社の小売部門の要請に基づく
燃料の確保と確実な発電を行うこと，エリアの
系統運用者および広域系統運用機関に対する周
波数維持義務（系統全体での需給バランスを維
持する義務）を課すこと，広域系統運用機関が
将来的な供給力不足に備えて電源確保をする制
度を構築することを指摘する。
消費者は，小売事業者と甫．接的に契約を締結
するので，小売事業者に対して供給力確保の権
利を持つことになる。小売事業者の供給力確保
義務を実効的にするために，発電事業者やエリ
アの系統運用者および広域系統運用機関の供給
力確保義務を位置づけることができるのである。
報告書は，経済合理的な電力供給体制の実現
のために，1時間前市場の活用やリアノレタイム
市場の実現を提案している。
1時間前市場には， 全同の需給状況が反映さ
れた価格を生み出すことができる広域的な市場
運常と取引の流動性の確保が要求されるとする。
中立性・信頼性の高い価格形成のために市場で
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の取引の監視や前日段階で余力となった電源の
全量投入のノレー ノレ化などが提案されている。
このような手段を講ずることによって，消費
者の関心事項である適切な小売価格も形成され
ることが望ましい。
リアノレタイム市場とは，系統運用者が供給力
を市場からの調達や入札等で確保した上で，そ
の価格に基づきリアノレタイムでの需給調整・周
波数調整に利用するメカニズムと理解されてい
る。この制度設計の要件として，市場運営の中
立性と価格の透明性の確保，市場メカニズムを
活用した効率的な需給調整の実現，必要な調整
力の安定的な調達を挙げている。さらにこの要
件を充足させるために， リアノレタイム市場価格
の公開，メリットオーダーでの発電，新電力の
電源やデマンドレスポンスの活用，調整の柔軟
性が高い電源、が評価される仕組みが必要である
とする。
この場合においても，市場運営の中立性と価
格の透明性の確保やリアノレタイム市場価格の公
開などは，消費者の関心事項である適切な小売
価格の形成に役立つのではないかと思う。
市場と連動したインバランス清算の仕組みと
して， リアノレタ イム市場の価格をインバランス
清算に用いる方法や，規制当局による市場監視
を十分に行った－ f~.で 1 時間前市場の価格をイン
バランス清算に用いる方法などが提案されてい
る。
この場合において， リアノレタイム市場の価格
や1時間前市場の価格が小売価格の形成に悪影
響を与えないようにしなければならない。
中長期の供給力の確保策として，容量市場の
創設を指摘する。その際に，消費者が小売業者
を変更する可能性がイ‘分に保証されていなけれ
ばならない。その他に，広域系統運用機関が電
源建設者を公募する電源入札制度の創設を指摘
する。この場合に，投資同収できないコストは
送電料金へのサーチャージ等により全需要家で
広く 負担するとする。これが消費者にと って不
当な負抱額とならないようにしなければな らな
L、。
2.2.5 その他の制度改革
報告書は，政府が監督等の業務を適切に実行
するための独立性と高度の専門性を有する行政
組織を提案している。この行政組織の主な任務
として電気の安定供給の実現，市場参加者の競
争を促進する環境の整備，すべての国民に対す
る電力選択の自由な保証と需要家の利益の確保
を挙げている。また，主な業務及び権限として
自由化された卸・小売市場における市場での取
引の監視や競争状況のレビュー，電力市場にお
ける取引に関するルーノレの整備，託送料金規制
や各種行為規制等，送配電部門の規制，緊急時
における供給命令，適切な計画停電の実施等電
力の安定供給に係る業務を挙げている。
独立性と高度の専門性を有する行政組織は重
要な組織で，諸外国の実伊lj，特に EU法におけ
る規制機関を参考にしつつ業務や権限などを検
討する必要がある。特に市場参加者の競ー争を促
進する環境の整備，すべての国民に対する電力
選択の自由な保証と需要家の利益の確保， 電力
市場における取引に関するノレーノレの整備につい
て，競争法や消費者法の観点からノレールを構築
すべきである。
自己託送の制度化，自営線供給の制度化，特
定電気事業制度の廃止，特定供給制度の例外扱
い，事業者概念の見直しに伴う税法や公益特権
を定めている法律の手当てや送配電部門の一層
の中立化に際しての課税上の中立性確保措置な
どの関係法令の手当て， 一般電気事業者の資金
調達の支障を来さない方策，電力供給の効率
性・安定性・競争条件に関する電力システム改
革以外の他の政策的措置，ガス市場における競
争環境の整備も提案している。
ガス市場における競争環境の整備も含めて検
討することは， EU法の現状から考慮、して適切
である。この点も比較法的な観点から検討する
必要がある。
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2.2.6 改革の進め方
報告書は，改革の進め方として第 l段階とし
て20日年を目途とした広域系統運用機関の設
立，第2段階として 2016年度を目途とした小
売分野への参入の全面白由化，第3段階として
2018年乃至2020年を目途とした法的分離を提
案している。
これらの中で，第2段階として 2016年度を
目途とした小売分野への参入の全面白由化に関
連して言及されている需要家保護を図るため一
定の経過措置期間の設定や，市場での取引の監
視や競争状況をレビューする公的機能の充実の
ための小売参入の全面自由化に先立つ規制機関
の独立性と専門性の向上は，注目に値する事柄
である。
第3段階として 2018年乃至2020年を目途と
した法的分離に関連して，小売参入の全面白由
化後における料金規制の撤廃について，需要家
保護のために一定の経過措置期間を置くとする。
その経過措置の解除は，送配電部門の一層の中
立化等の各種制度整備が実施され，スマートメ
ーター導入等の競争環境の整備と実質的な競争
の進展がされていることを確認してなされると
する。市場の競争状況は，規制組織が厳格に行
い必要があればその解除までに競争促進のため
の追加的な措置を行うとする。
小売価格は消費者に直接的に関わるので，こ
のような措置が厳格になされなければならない
と思う。
3 電気事業法の改正
3. 1 電気事業法の改正内容
3. 1. 1 内閣提出法律案
第 183回通常国会に電気事業法の一部を改正
する法律案が提出された3）。その目次は，以下
のように改められた。
第一編総見lj（第一条・第二条）
第二編電気事業
第二三編 電気工作物
第四編土地等の使用（第五十八条第六十
六条）
第五編 登録安全管理審査機関，指定試験機
関及び登録調査機関
第六編 雑則（第百条一第百十四条）
第七編罰則（第百十五条第百二十三条）
附員lj
これらの中で，前述した 「電力システム改革
専門委員会報告書」の内容が電気事業と附則の
部分に反映している。
電気事業の目次は，以下のように改められた。
第二編電気事業
第一章事業の許可等（第三条 第十七
条）
第二章業務
第一節 供給（第十八条一第二＋卜七条）
第二節広域的運営
第一款 電気事業者相互の協調（第二
十八条）
第二款卸供給事業者等の届出（第二
十八条の二・第二十八条の三）
第三款広域的運営推進機関
第一目 総則（第二十八条の四第
二卜八条の九）
第二日 会員（第二十八条の十一第
二十八条の十二）
第三目 設立（第二十八条の十三一
第二十八条の十七）
第四目 管理（第二十八条の十八一
第二十八条の三十）
第五日 総会（第二十八条の三十一
－第二十八条の三十九）
第六目 業務（第二十八条の四十一
第二十八条の四卜六）
第七目 財務及び会計（第二十八条
の四十七一第二十八条の五
十）
第八日 監督（第二十八条の五十
第九H 雑則（第二十八条の五十
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第四款供給計画（第二十九条）
第三節 監督（第三十条一第三十三条）
第三章 会計及び財務（第三十四条一第三
十七条）
附則の部分は以下の通りである。
第十一条 政府は，この法律の円滑な施行を
図るとともに，引き続き，次に掲げる方針に基
づき，段階的に電気事業に係る制度の抜本的な
改革を行うものとする。
一 平成二十八年を同途に， 電気の小売業へ
の参入の全面向由化を実施するものとし，この
ために必要な法律案を平成二十六年に開会され
る面会の常会に提出すること。
二 平成三十年から平成三十二年までの聞を
目途に，変電，送電及び配電に係る業務（以ド
この条において「送配電等業務」という。）の
運常における中立性（送配電等業務について，
特定の電気供給事業者に対し，不当に優先的な
取扱いをし， 若し くは利益を与え，又は不当に
不利な取扱いをし若しくは不利益を与えるこ
とがないことをいう。第三項第一号において同
じ。）の一層の確保を図るための措置（次項及
び第一三項において「中立性確保措置」という。）
並びに電気の小売に係る料金の全面白由化を実
施するものとし，このために必要な法律案を平
成二十七年に開会される国会の常会に提出する
ことを目指すものとすること。
三 電気事業に係る制度の抜本的な改革の各
段階において，当該改革を行うに当たっての課
題について十分な検証を行い，その結果に基づ
いて当該課題の克服のために必要な措置．を講じ
ワつ，当該改革を行うこと。
2 前項の電気事業に係る制度の抜本的な改革
は，中立性確保措置を法的分離（同ーの者が，
送配電等業務及び電気の小売業のいず、れも常み，
又は送配電等業務及び電気の卸売業のいずれも
営むことを禁止する措置をいう。以下この項及
び次項において同じ。）によって実施すること
を前提として進めるものとする。ただし，法的
分離の実施に向けた検討の過程でその実施を困
難にする新たな課題が生じた場合には，必要に
応じて，中立性確保措置を機能分離（送配電等
業務に係る機能の一部を推進機関が担うことと
することをいう。）によって実施することを検
討するものとする。
3 政府は，中立性確保措置を法的分離によ っ
て実施する場合には，次に掲げる措置を講ずる
ものとする。この場合において，第二号に掲げ
る措置を講ずるに当たっては，金融市場の動向
を踏まえるものとする。
一 送配電等業務を営む者の役員の兼職に関
する規制その他の送配電等業務の運営における
中立性の一層の確保を図るために法的分離と併
せて講ずることが必要な規制措置
二 電気事業を営む者たる会社の社債権者に，
その会社の財産について他の債権者に先立って
自己の債権の弁済を受ける権利を与えるための
経過措置，前号の規制措置に係る経過措置その
他の電気の安定供給を確保するために必要な資
金の調達に支障を生じないようにするための措
置
三 送配電等業務を営む者及び電気の卸売業
を営む者が相互に連携して電気の安定供給を確
保するために必要な措置
4 電気の小売に係る料金の全面自由化は，こ
れを平成三十年から平成三十二年までの問に実
施することとした場合に，電気の小売業を常む
者の問の適正な競争関係が確保されていないこ
とその他の事由により，電気の使用者の利益を
阻害するおそれがあると認められるときは，そ
の実施の時期を見直すものとする。
5 政府は，第一項第一号及び第二号に規定す
る法律案を国会に提出するに当たっては，次に
掲げる措置について検討を加え，その結果に基
づ、いて必要な措置を講ずるものとする。
一 送配電等業務を営む者に，次に掲げる事
項を行わせるための措置
イ 電気の小売業を営む者ーから電気の供給
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を受けることができない者への電気の供給を保
障すること。
ロ その送配電等業務を営む区域において
一元的に送配電等業務を常むとともに，その供
給する電気の電圧及び周波数の値を一定の値に
維持すること。
二 送配電等業務を営む者が送電用の電気工
作物の設置に要する費用その他の送配電等業務
に要する費用を適切に同収することを可能とす
るための措置
三 電気の小売業を営む者に，その事業にお
ける電気の安定供給を確保するために必要な供
給能力を確保させるための措置
四 推進機関に，発電用の電気工作物の設置
を促進するための業務を行わせるための措置
五 電気の卸売業への参入の全面白由化及び
電気の卸売に係る料金の全面白由化
六 電気事業に係る制度の抜本的な改革に関
する情報提供を充実強化するための措置，スマ
ートメーター（電気の小売業を営む者の効率的
な事業運営及び多様な電気の小売に係る料金そ
の他の供給条件の設定：並びに電気の使用の節減
に資する機能を有する電力量計をいう。）の導
入を促進するための措置，卸電力取引所（電気
の卸売に係る電気について取引をするために必
要な市場を開設している者をいう。）における
電気の取引量を増加させるための措置，電気の
先物取引に係る制度の整備その他の電気の小売
業を営む者の間又は電気の卸売業を営む者の聞
の適正な競争関係を確保するための措置
七 原子力政策をはじめとするエネノレギ一政
策の変更その他のエネノレギーをめぐる諸情勢の
著しい変化に伴って特定の電気の小売業を営む
者又は特定の電気の卸売業を営む者の競争条件
が著しく悪化した場合において当該特定の電気
の小売業を営む者又は当該特定の電気の卸売業 以下において，小売全面白由化，送配電等業
を営む者の競争条件を改善するための措置 務の中立性確保措置，電気事業の規制に関する
八離島における電気の使用者が離島以外の 事務をつかさどる行政組織について，「電力シ
地域と同程度の料金により電気の供給を受ける ステム改革専門委員会報告書」の内容と比較を
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おける電気の安定供給を確保するための措置
九 前号に掲げるもののほか，沖縄地域にお
ける電気事業の特殊性を踏まえた措置
6 政府は，電気事業の監督の機能を一層強化
するとともに，電気の安定供給の確保に万全を
期するため，電気事業の規制に関する事務をう
かさどる行政組織について，その在り方を見直
し，平成二十七年を日途に，独立性及び高度の
専門性を有する新たな行政組織に移行させるも
のとする。
??
現下の電力市場をめぐる状況に鑑み，段階的
な電気事業に係る制度の抜本的な改革の一環と
して，今次，電気事業の遂行に当たっての広域
的運営を推進する機関に係る制度の創設等の措
置を講ずるとともに，電気事業者以外の者が保
有する発電用の電気工作物の有効活用を図るた
め，託送制度の見直し等の措置を講ずる必要が
ある。これが，この法律案を提出する理由であ
る。
電気事業法の一部を改正する法律案に対する修
正案
電気事業法の一部を改正する法律案の一部を
次のように修正する。
附則第卜一条第一項中「政府は」の下に「，電
気の安定供給の確保，電気の小売に係る料金の
最大限の抑制並びに電気の使用者の選択の機会
の拡大及び電気事業における事業機会の拡大を
実現するため」を加え，同条第四項中「ときは」
を「ときに限り」に改め，同条第五項第七号中
「場合」の下に「又は著しく悪化することが明
らかな場合」を加える。
ことができるようにするための措置及び離島に しておくことにする。
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なお，この電気事業法の改正案は第 183回通
常国会において審議未了で廃案となった。しか
し， 20日年秋の臨時国会に同内容の改正案が
再度提出されて可決される予定である。
3. 1.2 参議院議員提出法律案
内閣提出法律案と並んで，参議院議員提出法
律案が提出された1）。この法律案も同様に審議
未了で廃案となった。しかし，その内容から劇
酌して本稿と関連するので，その条文を掲載し
ておく。
電力自由化推進法案
目次
第一章総則（第一条一第三条）
第二章電力自由化の基本方針（第四条一第
九条）
第三章 電力自由化推進本部（第十条一第十
九条）
附員lj
第一章総則
（目的）
第一条 この法律は，平成二十三年三月十一日
に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力
発電所の事故により，原子力発電は安全性と経
済的合理性を有しないものであることが明らか
となり，原子力発電に依存した電気の供給構造
の維持が困難となったこと，及び当該事故後に
おける全国の原子力発電所の稼働停止の長期化
等により，電気の需給がひっ迫する事態が生じ
たことから，従来の電気の供給体制の下におい
ては電気の安定供給の確保に支障が生じ得るこ
とが認識されたことを踏まえ，電気の需給に係
る規制を緩和し，市場原理に基づいた電気の需
給調整の仕組みを構築すること等により原子力
発電を利用せずに電気の安定供給を実現するた
めの抜本的な改革（以下 「電力自由化」とい
う。）を行うことが喫緊の課題となっているこ
とに鑑み，電力自由化について，その基本理念
及び基本方針その他の基本となる事項を定める
とともに，電力自由化推進本部を設置すること
により，これを総合的に推進することを目的と
する。
（基本理念）
第二条 電力自由化は，次に掲げる事項を基本
として行われるものとする。
一 電気の需給に係る公平かっ公正な競争が
行われる環境を整備すること。
二 市場原理に基づいた電気の需給調整の機
能が適切に発揮されるようにすること。
三 電気の需給に係る競争の徹底により， 電
気の小売に係る料金の低廉化，新たなサービス
の提供等による電気の使用者の利益の増進を図
ること。
（国の責務）
第三三条 国は，前条の基本理念にのっとり， 電
力自由化を推進する責務を有する。
第二章 電力自由化の基本方針
（平成二十六年までに実施すべき措置）
第四条政府は，次に掲げる措置を平成二十；，＼
年までに実施するため，直ちに検討に着手し，
その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと
する。
一 主として大口の電気の使用者に係る電気
の需給に係る公平かつ公正な競争が行われる環
境の整備及び効率的な調整を実現するために必
要な次に掲げる措置
イ 特定規模電気事業者（電気事業法（昭
和三十九年法律第百七十号） 第二条第一項第八
号に規定する特定規模電気事業者をいう。）に
係る発電量の総量を当該特定規模電気事業者に
係る電気の使用量の総量に一致させるようにす
るための仕組みについて，電気事業者（同項第
十号に規定する電気事業者をいう。）問の公平
かつ公正な競争を阻害することとならないよう
に改めるものとすること。
ロ あらかじめ計画した発電量及び電気の
使用量に応じて発電及び電気の使用を行うこと
を基本とし，当該計画された発電量と実際の発
電量との差及び当該計画された電気の使用量と
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実際の電気の使用量との差について，それぞれ
市場価格に基づいて精算が行われることを基本
とする仕組みを導入すること。
ロの市場価格の適正な形成に資するよ
う，発電機ごとの発電に要する費用について第
五号の新たな行政組織に対する報告等を義務付
けること。
ニ 実際の電気の使用量がロの計画された
電気の使用量を下回る場合に，当該下回る量の
電気について，競争入札によって取引をするこ
とができる仕組みを導入すること。
二 発電所の設置又は変更の工事の事業に係
る環境影響評価（環境影響評価法（平成九年法
律第八十一号）第二条第一項に規定する環境影
響評価をいう。）に関し，その手続の迅速化そ
の他事業者の負担を軽減するために必要な措置
三卸電力市場（電気の卸売に係る電気につ
いて取引をするための市場をいう。）の活性化
のために必要な措置
四 電気の需給状況の悪化の際に電気の需給
調整を行うこと等により電気事業の遂行に当た
っての広域的運営を推進する新たな組織の設立
のための措置
五 電気事業の規制（電気の需給に係る公平
かつ公正な競争が行われる環境の整備を含む。）
に関する事務をつかさどる独立性及び高度の専
門性を有する新たな行政組織を整備するための
措置
（平成二十八年までに実施すべき措置）
第五条 政府は，次に掲げる措置を平成二十八
年までに（第一号に掲げる措置については，実
施可能なものからできるだけ早く）実施するた
め，早急に検討を加え，その結果に基づいて所
要の措置を講ずるものとする。
一 同ーの者が変電，送電及び配電に係る業
務（以下「送配電等業務」という。）と電気の
小売業又は卸売業とを兼営しないようにするた
めの措置並びにこれと併せて講ずべき送配電等
業務を営む者の役員の兼職に関する規制措置
二 電気の小売業への参入の全面白由化を実
施するための措置
（法的分離の実施後二年以内に講ずべき措置）
第六条政府は，次に掲げる事項について，前
条第一号に掲げる措置の実施後遅くとも二年以
内に（第一号に掲げる事項については，可能な
ものからできるだけ早く），検討を加え，その
結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
一 送配電等業務を営む者と電気の小売業又
は卸売業を営む者との聞の資本関係を遮断する
ための措置を講ずること。
二 送配電等業務の用に供する電線路の利用
に係る送電及び受電の料金については，地点料
金市Jj（当該送電及び受電の料金が地域ごとの電
気の需給状況を踏まえて設定されることを基本
とする仕組みをいう。）によるものとすること。
ミ 送配電等業務の用に供する電線路を通じ
て供給される電気の周波数の値を全国的に統ー
すること。
（電気の小売に係る料金の全面白由化を平成
三十二年までに達成するための措置）
第七条政府は，電気の小売に係る料金の全面
白由化を平成三十二年までに達成するために必
要な施策について検討を加え，その結果に基づ
いて所要の措置を講ずるものとする。この場合
において，当該措置は，電気の需給に係る競争
の進展状況を十分踏まえつつ，講ずるものとす
る。
（原子力発電を利用しない電気の供給構造の
平成四十二年までの実現に向けた措置）
第八条 政府は，原子力発電を利用しない電気
の供給構造の平成四十二年までのできるだけ早
い時期における実現に向けた再生可能エネノレギ
ー電気（太陽光，風力等の再生可能エネノレギー
源を変換して得られる電気をいう。）の利用の
拡大等のために必要な施策について検討を加え，
その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと
する。
（その他電力自由化の推進のために必要な措
置）
第九条政府は，第四条から前条までに規定す
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るもののほか，電力白由化の推進のために必要
な施策について随時検討を加え，その結果に基
づいて所要の措置を講ずるものとする。
第i言章電力自由化推進本部
（設置）
第十条 電力自由化を総合的かつ集中的に推進
するため，内閣に，電力自由化推進本部（以下
「本部」という。）を置く。
（所掌事務）
第十一条 本部は，次に掲げる事務をつかさど
る。
一 電力自由化の推進に関する企画及び立案
並びに総合調整に関すること。
二 電力自由化に関する施策の実施の推進に
関すること。
（組織）
第十二条 本部は，電力自由化推進本部長，電
力向由化推進副本部長及び電力自由化推進本部
員をもって組織する。
（電力自由化推進本部長）
第十三条 本部の長は， 電力白由化推進本部長
（以下 「本部長」という。）とし，内閣総理大臣
をもって充てる。
2 本部長は，本部の事務を総括・し，所部の職
員を指揮監督する。
（電力自由化推進副本部長）
第十四条本部に，電力自由化推進副本部長
（以下 「副本部長」という。）を置き，国務大臣
をもって充てる。
2 副本部長は，本部長の職務を助ける。
（電力自由化推進本部員）
第十五条 本部に，電力自由化推進本部員（以
下「本部員Jという。）を置く。
2 本部員は，次に掲げる者を もって充てる。
本部長及び副本部長以外の全ての国務大
臣
一 電力向由化の推進に｜喝し優れた識見を有
する者のうちから，内閣総理大臣が任命する者
（資料の提出その他の協力）
め必要があると認めるときは， 国の行政機関の
長に対して，資料の提出，意見の開陳，説明そ
の他の必要な協力を求めることができ る。
2 本部は，その所掌事務を遂行するため特に
必要があると認めるときは，前項に規定する者
以外の者に対しでも，必要な協力を依頼するこ
とができる。
（事務）
第十七条 本部に関する事務は，内閣官房にお
いて処理し，命を受けて内閣官房副長官補が掌
理する。
（主任の大臣）
第十八条 本部に係る事項については，内閣法
（昭和二十二年法律第五号）にいう ギ．任の大臣
は，内閣総理大臣とする。
（政令への委任）
第十九条 この法律に定めるもののほか，本部
に関し必要な事項は，政令で定める。
肝tf{lj 
この法律は，公布の日から起算して一月を超
えない範囲内において政令で定める日から施行
する。
理由
平成二十三年三月十一日に発生した東北地方
太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故等によ
り，従来の電気の供給体制の下においては電気
の安定供給の確保に支障が生じ得ることが認識
されたことを踏まえ， 電気の需給に係る規制を
緩和し，市場原理に基づいた電気の需給調整の
仕組みを構築する こと等によ り原子力発電を利
用せずに電気の安定供給を実現するための抜本
的な改革を行うことが喫緊の課題となっている
ことに鑑み， 当該改革について，その基本理念
及び基本方針その他の基本となる事項を定める
とともに， 電力自由化推進本部を設置すること
により，これを総合的に推進する必要がある。
これが，この法律案を提出する理由である。
第十六条 本部は，その所掌事務を遂行するた 3.2 小売全面白由化
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小売全面白由化に関する附則と 「電力システ
ム改革専門委員会報告書」（以下において，報
告書と言う）の内容を比較しておくことにする。
小売全面白由化に関する附則は以ドの通りで
ある。
一 平成二卜八年を目途に， 電気の小売業へ
の参入の全面自由化を実施するものとし，この
ために必要な法律案を平成二十六年に開会され
る国会の常会に提出すること。
4 電気の小売に係る料金の全両自 由化は，こ
れを平成三十年から平成三十二年までの問に実
施すること とした場合に， 電気の小売業を営む
者の問の適正な競争関係が確保されていないこ
とその他の事由により，電気の使用者の利益を
阻害するおそれがある と認められる ときは，そ
の実施の時期を見直すものとする。
報告書は，平成28年を目途に小売参入の全
面白由化を行うとする。 この点は， 附則の内容
と一致している。
また，報告書は，家庭部門を含めた料金規制
の撤廃について，小売全面白由化の制度改正を
決定する段階で電力市場，事業環境，競争の状
態等を踏まえて， 実施時期を見直すことも検討
されるとしていた。このことは，附則の「電気
の小売業を営む者の問の適正な競争関係が確保
されていないことその他の事由により，電気の
使用者の利益を阻害するおそれがあると認めら
れるときは，その実施の時期を見直すものとす
る。」に一致すると評価できる。料金規制の撤
廃の時期は，送配電部門の中立化に伴って行わ
れるとするので， 平成30年から平成32年まで
に実施されることになる。このことは，報告書
と附則で一致している。
3.3 送配電等業務の中立性確保措置
送配電等業務の中立性確保措置に関する附則
と 「電力システム改革専門委員会報告書」（以
下において，報告書と己う）の内容を比較して
おくことにする。
送配電等業務の中立性確保措置に関する附則
は以下の通りである。
二 平成三十年から平成三十二年までの聞を
目途に，変電，送電及び配電に係る業務（以下
この条において 「送配電等業務」とい う。）の
運営における中立性（送配電等業務について，
特定の電気供給事業者に対し，不当に優先的な
取扱いをし， 若しくは利益を与え，又は不当に
不利な取扱いをし，若しくは不利益を与えるこ
とがないことをいう。第三項第一号において同
じ。）の一層の確保を図るための措置（次項及
び第三項において「中立性確保措置」という。）
並びに電気の小売に係る料金の全面白由化を実
施する ものとし，このために必要な法律案を平
成二十七年に開会される国会の常会に提出する
ことを日指すものとすること。
2 前項の電気事業に係る制度の抜本的な改革
は，中立性確保措置を法的分離（同ーの者が，
送配電等業務及び電気の小売業のいずれも営み，
又は送配電等業務及び電気の卸売業のいずれも
常むこ とを禁止する措置をいう。 以ドこの項及
び次項において同じ。）によって実施すること
を前提として進めるものとする。ただし，法的
分離の実施にlnJけた検討の過程でその実施を困
難にする新たな課題が生じた場合には，必要に
応じて，中立性確保措置を機能分離（送配電等
業務に係る機能の一部を推進機関が担うことと
することをい う。）に よって実施することを検
討するものとする。
3 政府は，中立性確保措置を法的分離によっ
て実施する場合には，次に掲げる措置を講ずる
ものとする。この場合において，第二号に掲げ
る措置を講ずるに当たっては，金融市場の動向
を踏まえるものとする。
一 送配電等業務を営む者の役員の兼職に関
する規制その他の送配電等業務の運営における
中立性の一層の確保を図るために法的分離と併
せて講ずることが必要な規制措置
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一 電気事業を営む者たる会社の社債権者に，
その会社の財産について他の債権者に先立って
自己の債権の弁済を受ける権利を与えるための
経過措置，前号の規制措置に係る経過措置その
他の電気の安定供給を確保するために必要な資
金の調達に支障を生じないようにするための措
置
三 送配電等業務を営む者及び電気の却売業
を営む者が相互に連携して電気の安定供給を確
保するために必要な措置
報告書は，法的分離による送配電部門の一層
の中立化の時期を平成30年から平成32年を日
途としていた。この点は，附則が示している平
成 30年から平成32年の聞を目途にすることと
一致している。
報告書は，送配電部門の一層の中立化を進め
るに当たって，送配電部門の独立性の明確さ等
の観点を踏まえ，法的分離の方式で実施に向け
た準備を行うとする。その過程で仮に大きな問
題が生じることが明らかになった場合には，機
能分離を再検討することもあり得るとする。こ
のことは，附則が指摘する中立性確保措置を法
的分離によって実施することを前提として進め，
法的分離の実施に向けた検討の過程でその実施
を困難にする新たな課題が生じた場合には，必
要に応じて中立性確保措置を機能分離によって
実施することと一致している。
報告書は，送配電部門の中立性・独立性を確
保するために各事業者の行為を規制する行為規
制を要するとする。このことは，附則の「送配
電等業務を営む者の役員の兼職に関する規制そ
の他の送配電等業務の運営における中立性の一
層の確保を図るために法的分離と併せて講ずる
ことが必要な規制措置」に該当する。
報告書は，機能分離と法的分離のいず、れで、あ
っても，電気事業の健全な発展を確保しつつ，
電力の安定供給に必要となる資金調達に－支障を
来さないようにすることが必要であるとする。
送配電部門の一層の中立化を進めるに当たって，
資金調達環境への配慮が求められるとする。こ
のことは，附則が指摘する「前号の規制措置に
係る経過措置その他の電気の安定供給を確保す
るために必要な資金の調達に支障を生じないよ
うにするための措置」に該当するのではないか
と思う。会社の社債権者の優遇措置は，報告書
が言う一般電気事業者の資金調達環境との関連
で出来てきたものと判断できる。
報告書は，送配電業務の分断による安定供給
への影響を懸念して安定供給の確保をするノレー
ルが必要で、あると指摘する。さらに，供給力の
確保のために，小売事業者に供給力確保義務を
課すこと，発電事業者に他社との契約や自社の
小売部門の要請に基づく燃料の確保と確実な発
電を行うこと，エリアの系統運用者および広域
系統運用機関に対する周波数維持義務（系統全
体での需給バランスを維持する義務）を課すこ
と，広域系統運用機関が将来的な供給力不足に
備えて電源確保をする制度を構築することを指
摘する。
これらの一部は，附則が指摘する「送配電等
業務を営む者及び電気の卸売業を営む者が相互
に連携して電気の安定供給を確保するために必
要な措置」に該当するのではないかと思う。小
売事業者に供給力確保義務を課すことについて
は，附員ljの「電気の小売業を営む者に，その事
業における電気の安定供給を確保するために必
要な供給能力を確保させるための措置」に該当
すると判断できる。
3.4 電気事業の規制に関する事務をつかさどる
行政組織
電気事業の規制に関する事務をつかさどる行
政組織に関する附則と「電力システム改革専門
委員会報告書」（以ドにおいて，報告書と員ーう）
の内容を比較しておくことにする。
電気事業の規制に関する事務をつかさどる行
政組織に関する附則は以下の通りである。
6 政府は，電気事業の監督の機能を一層強化
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するとともに，電気の安定供給の確保に万全を 措置，電気事業の規制に関する事務をつかさど
期するため，電気事業の規制に関する事務をつ る行政組織の分野を視野に入れている。
かさどる行政組織について，その在り方を見直
し，平成二卜七年を目途に，独立性及び高度の
専門性を有する新たな行政組織に移行させるも
のとする。
報告書は，政府が監督等の業務を適切に実行
するための独立性と高度の専門性を有する行政
組織を提案している。この行政組織の主な任務
として電気の安定供給の実現，市場参加者の競
争を促進する環境の整備，すべての国民に対す
る電力選択の自由な保証と需要家の利益の確保
を挙げている。また，主な業務及び権限として
向由化された卸・小売市場における市場での取
引の監視や競争状況のレピュヘ電力市場にお
ける取引に関するノレーノレの整備，託送料金規制
や各種行為規制等， 送配電部門の規制，緊急時
における供給命令，適切な計画停電の実施等電
力の安定供給に係る業務を挙げている。
このことは，附則の言う「平成二十七年を目
途に，独立性及び高度の専門性を有する新たな
行政組織に移行させる ものとする。」と一致す
る。平成27年という 年限が，電力システム改
革の工程表から明らかで、ある。しかし，当該行
政組織の主な任務や，主な業務及び権限は附則
に記載されていない。
4 EU指令と日本法
「電力システム改革の基本方針 国民に聞
かれた電力システムを目指して」と「電力シス
テム改革専門委員会報告書」の内容を指摘しつ
つ，家庭部門の消費者との関連で消費者保護に
言及してきた。ここでは， 2009年の電気の域
内市場のための共通ノレーノレに関する指令におけ
る消費者保護に関する規定を紹介する。補足的
に2009年の天然ガスの域内市場のための共通
ノレーノレに関する指令に言及する。 この範囲内で
比較法的な観点から我国における電力システム
に闘連する消費者保護を提案したいと思う。特
に小売全面白由化，送配電等業務の中立性確保
4. 1 2009年の電気の域内市場のための共通ル
ールに関する指令
2009年に電気の域内市場のための共通ノレー
ルに関する指令（以下において，電気指令と言
う。）が成立した5）。電気指令は， 2003年の電
気における域内市場のための共通ノレー ノレに関す
る指令を破棄したも のである。電気指令は，本
稿との関連で言えば，競争環境の保護と消費者
保護に関する規定に特色がある。電気事業関連
の法制に消費者保護の規定が挿入されているの
である。前述したように，我国の電気事業法に
そのような規定が挿入されることが望ましい。
しかし， もし消費者保護の規定が挿入されない
のならば，現行法を生かしつづも，別の手段を
講じて消費者保護に関する法制を検討しなけれ
ばならないであろう。
4. 1 1 電気指令第 1条および第3条
電気指令の第 l条は，共通／レールの対象を発
電，送電，配電，供給，消費者保護，競争市場
にあることを規定している。ここにすでに消費
者保護を明記している。競争市場も同様である。
電気指令の第3条は，公共サービス義務と消
費者保護に関する規定である。第3条の条項ご
とに主要な内容を紹介する。
第3条第l項について，電気事業の運営が電
気指令の原則に基づくとするが，その本旨が競
争的で安定した環境的に持続可能な電気市場を
達成することを目的としていることと，事業者
問の差別lの禁止である。
第3条第2項について，事業者に公共サ ビー
ス義務を課すことを規定し，この内容を供給の
安定性を含んだ安全性，規則正しいこと，品質
が保たれていること，供給の価格が適切である
こと，エネルギーの効率さ・再生可能な供給源
に由来するエネノレギー・気候の保護を合んだ環
境の保護としている。また，公共サービス義務
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の性格付けとして，明瞭に定めること，透明で
あること，差別していないこと，証明できるこ
と，共同体の電気事業が構成国の消費者に平等
にアクセスできることである。供給の安定性，
エネノレギーの効率さ・需要側の管理，環境の目
的や再生可能な供給源に由来するエネノレギーの
ための目的に関連して，長期計画の実施の採用
を可能とする。
第3条第2項における事業者に公共サービス
義務を課すことは必要であろう と思う。しかし，
共同体の電気事業が構成困の消費者に平等にア
クセスできることは， EUにとって特有なもの
である。
第3条第3項について，すべての家庭の顧客
と小規模事業者にユニバーサノレサービスを享受
させることを規定し，この内容は当該地域内に
おいて合理的で容易にかつ明瞭に比較でき，透
明で非差別的な価格を有する特定の品質を持っ
た電気を供給される権利であると定義されてい
る。ユニバーサノレサービスを確保する条件とし
て，最後の拠り所となる供給者を指定する必要
があるとする。配電事業者にも第37条6項に
基づく契約条件や料金表で顧客をネットワーク
に接続する義務を課している。家庭の顧客や小
規模の顧客または中規模の顧客の市場の立場を
強化するために，消費者の利益を代表する凶体
の結成を可能としている。
第3条第4項について，すべての顧客が供給
者との合意により電気を供給してもらう権利を
持つことを規定する。しかし，この規定は，供
給者がどの構成国に登録したのかに関わらずそ
のような権利を持ち，他の構成田で登録した供
給者に対して差別的な行政手続きを排除するこ
とを明記している。この点は， EUにとって特
有なものである。
第3条第5項について，顧客が供給者を変更
できる権利を規定する。その変更は3週間以内
という時間軸を設定して当該運常者によって行
われるとする。この変更に伴って，顧客が以前
契約していた供給者からすべての関連する消費
データを受領できる権利があるとする。供給者
を変更できる権利と消費データを受領できる権
利は，コスト，労力，時間の点で顧客を差別し
ない方法で付与されるとする。
第3条第6項について，事業者に公共サービ
ス義務を課すことやすべての家庭の顧客と小規
模事業者にユニバーサルサービスを享受させる
ことを実施するために与えられる金銭的補償，
その他の補償，排他的な権利は差別されない方
法でしかも透明な方法でなされるとする。
第3条第7項について，最終の顧客の保護に
関する適切な措置，特に被害を受けやすい顧客
を保護する適切な安全措置を規定する。顧客の
種類に分けて保護措置を定めている。たとえば，
遠隔地の最終の顧客の保護に関する適切な措置
を定めるべきであるとする。高いレベノレの消費
者保護の確保，特に契約条件に関する透明性，
一般的な情報提供，紛争解決メカニズムに関す
るものを確保すべきであるとする。 エネルギー
の貧困と危機的な時における電気の接続解除の
禁止に関連する被害を受けやすい顧客の概念定
義や，被害を受けやすい顧客の権利義務の実行
の確保をしなければならないとする。選択する
顧客のために新しい供給者に簡単に変更できる
ことを確保すべきであるとする。家庭の顧客の
ための措置として付属書 Iに挙げられたものを
行うべきであるとする。付属書 Iについては後
述する。
第3条第8項について，エネノレギーの貧岡に
対処するために，被害を受けやすい顧客に対し
て必要な電気の供給を確保する社会保障制度で
給付を与える措置や，エネノレギーの効率さの改
善を支援する措置に関して規定する。ただし，
このような措置は市場の効果的な解放や市場の
機能を阻害するものであってはならないとし，
欧州委員会への通知義務を課している。
第3条第9項について，電気の供給者が最終
の顧客に対する広告や宣伝資料において前年の
全体の燃料ミックスに対する各々のエネノレギー
源の寄与度を分かりやすく構成因レベノレで、明瞭
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に比較できる方法で特定すること，ウエッブペ
ージのような現存する参照資料（環境影響に関
する情報）に言及すること，紛争になった場合
に利用できる紛争解決子段に関する権利につい
ての情報を特定することを規定する。顧客に対
して供給者が提供する情報が信頼できるもので
あって，構成国のレベノレで、明瞭に比較で、きる方
法で提供されることを確保する適切な措置を規
制機関または他の構成田の権限機関が行うこと
を定めている。
第3条第 10項について，社会的経済的統合
の円的や環境保護の目的を達成する手段を実施
することを規定する。この措置は，相互接続の
能力を含めて必要なネットワークのインフラの
維持や建設のための適切な経済的インセンティ
ブの提供を合むものとする。この中で，社会的
経済的統合の日的は EUにとって特有のもので
ある。
第3条第 11項について，エネノレギーの効率
化に関する規定である。この手段はエネノレギー
の管理サービスを提供すること， 革新的な価格
決定方法を発展させること，インテリジェント
なメータシステムまたはスマートグリッドを導
入することであるとする。
第3条第 12項について，消費者との単一の
接触点を提供することを規定する。この趣旨は，
消費者の権利，現行法，利用可能な紛争解決手
段に関する情報を消費者に提供することである。
第3条第 13項について，エネノレギーオンブ
ズマンや消費者団体のよ うな独立した機関に苦
情の効率的な解決や裁判外の紛争解決の機能を
与えることを規定する。
第3条第 14項について，第7条，第8条，
第32条，第34条を適用しない条件を定めてい
る。
第3条第 15項について，ユニバ サーノレサー
ビスや公共サービス義務を実施するための措置
を欧州委員会に通知することを規定する。それ
には消費者保護，環境保護，構成圏内または国
際的な競争に対する効果を含んでいる。
第3条第 16項について，エネノレギーの消費
者の権利に関する実際の情報についての明瞭で
簡潔なチェックリストの作成について規定する。
電気の供給者または配電システム運営者が消費
者にエネノレギー消費者のチェックリストを提供
する必要な措置を採り，公的に利用できるにす
ることを保証している。
4.1. 2 電気指令第35条乃至第40条
電気指令第35条乃至第40条は，構成国の規
制機関に関する規定である。
第35条は，規制機関の選任および独立性に
関する規定である。第35条第4項は，規制機
関の独立性に関する規定である。電気指令は，
構成国に規制機関の独立性とその権限行使の公
平性と透明性の保証を求めている。規制機関の
性格は他の公的団体または私的団体から法的に
分離され機能的に独立していることや，その管
理に責任のある職員が市場の利益から独立して
行動し政府または公的同体や私的団体から直接
の指示を求めることな く受けることもないとす
る。規制機関の独立性を保護する措置として，
他の政治団体から独立して自律的な決定を下す
こと，別個の年次予算の割り当てと割り当てら
れた予算の自主的な執行，義務を履行するため
の適切な人的資源および財政的資源，規制機関
の委員会のメンバーや委員会がない場合におけ
る規制機関の最高幹部の任命期間を 5年乃至7
年間とすること（一回更新可）であるとする。
第36条は，規制機関の一般的な目的をは）号
乃至（h）号に示している。この内容は示唆に富む
ので列挙しておくことにする。
たとえば，競争力のある安定した環境的に持
続可能な域内市場の促進，消費者および供給者
双方に益する市場の開放，ネットワークの効果
的で信頼に値する適切な運用条件の確保，競争
力のある適切に機能する地域市場の発展，構成
国間の取引制限の除去，消費者に顔を向けた安
定した信頼できる効率的で非差別的なシステム，
システムの適切さ・エネルギーの効率さ・再生
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可能エネノレギー源に由来する電気の大小規模の
生産の統合の促進や送電および配電ネットワー
クにおける配分された発電の統合の促進，新し
い発電能力のためのネットワークへのアクセス
の促進，システム運営者や利用者のためのシス
テムの効率さの増大および市場の統合の育成に
関する動機付けの保証，効果的な競争の促進・
消費者保護の確保の助力・構成国市場の効率的
な運営による顧客の受益，被害を受けやすい顧
客の保護および顧客の交換のための必要なデー
ターの交換プロセスの互換性を伴う 高い水準の
ユニバーサルサービスおよび公共サービスの達
成であるとする。
第 37条は，規制機関の義務と権限をかなり
詳細に定めている。第 36条が言う 規制機関の
一般的な円的に合致するように規制機関の義務
を定めている。この内容は重要であるので列挙
しておくことにする。
第37条第 l項は，規制機関の義務を（a）号乃
至（u）号に規定している。たとえば，透明な基準
に基づく送電料金表または配電料金去あるいは
これらの料金の決め方の決定と承認，送電及び
配電システム運営者やシステム運営者と電気事
業者による指令等の遵守の確保， 越境問題に関
する規制機関または構成国の諸機関と EU代表
機関との協力， EU代表機関および欧州、｜委員会
の法的拘束力のある決定の遵守および実施，活
動および義務の履行に関する年報を構成国の諸
機関・ EU代表機関・欧州委員会に提出するこ
と，送電・配電・供給の間の補助金を重複しな
いことの監視，送電システム運営者の投資計岡
のモニタ ーと電気の国境を越えた交換のための
ネットワークへのアクセス条件に関する 2009
年の規則第8条第3項（b）に言及されている共同
体規模のネットワークの開発計ー画との一貫性に
関する投資計画の評価書の提出，ネットワーク
の安定性および信頼ノレーノレの過去の成果の遵守
と再検討やサービスおよび供給の質の条件の設
定または承認や他の機関との共同によるそれら
への貢献，却売価格を合めた透明性のレベルの
モニターと電気事業者の透明性の義務の遵守の
監視，電気の交換を含んだ卸売りまたは小売り
レベノレの市場の開放および競争のレベノレおよび
効果・前払い制度を含んだ家庭の顧客のための
価格・供給者の交換率・接続解除率・維持サー
ビスの料金および実施・家庭の顧客の苦情・競
争の妨害または制限に関するモニタ ，ー 当該事
例を当該競争機関に提出すること，制限的な契
約慣行のモニターと当該慣行の構成国競争機関
への情報提供，中断可能な供給契約および長期
契約に関する契約の自由の尊重， 送電および配
電システム運営者による接続や修繕に要する時
間のモニター，付属書 Iの措置を含む消費者保
護措置の有効性と実施の保証，供給価格に関す
る第3条の遵守についての勧告の公表と競争機
関への供給価格の提供，消費者の消費データー
のアク セスの保証，消費データ ーに関する構成
国レベルの容易に理解できる統一フォ マー ット
の提供の保証，消費データーへのすべての顧客
の迅速なアクセスの保証，送電システム運営
者・配電システム運営者・供給者・顧客その他
の市場当事者の役割と責任に関するルーノレの実
施のモニター，供給の安定性に関する発電能力
への投資のモニター， 共同体と第3国の配電シ
ステム運営者の聞の技術協力のモニター， 第
42条の安全措置の実施のモニター，データー
交換のプロセ スの互換性への貢献であるとする。
第37条第2項は，第 l項の義務のモニター
が規制機関とは異なる機関で実施される場合に
おける規制機関への情報提供に関する規定であ
る。
第37条第3項は，独立したシステム運営者
が任命された場合における規制機関の義務と権
限を定めている。この内容も参考のために指摘
しておくことにする。
たとえば，送電システムの所有者や独立した
システム運営者の義務の遵守をモニターし違反
の場合にペナノレティ をー課すこと，独立したシ
ステム運営者と送電システムの所有者との問の
関係のモニターや契約の承認および両者の問の
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紛争解決機関として行動すること，独立したシ
ステム運営者による投資計画および多数年のネ
ットワーク開発計画の承認，独立したシステム
運営者が徴収するネットワークアクセス料金が
ネットワーク所有者のための報酬を含むこと，
送電システムの所有者や独立したシステム運営
者の建物で検査を実施する権限，独立したシス
テム運営者が徴収する混雑料金の利用のモニタ
ーであるとする。
第37条第4項は，第37条第 l項，第3項，
第6；頃の義務を果たす規制機関の権限を定めて
し、る。
たとえば，電気事業者に対する拘束力のある
決定，市場の機能の調査および保証や効果的な
競争の促進措置の決定および賦課，規制機関の
職務の実施に関連する情報やネットワークを実
施するための措置に関する情報を電気事業者か
ら要求すること，当該指令の義務と規制機関等
の決定の不履行に対する刑罰の賦課と裁判所に
よる刑罰の賦課の提案，紛争解決に対する調査
権と指図権であるとする。
第37条第5項は，送電システム運営者が任
命された場合における規制機関の義務と権限を
定めている。
たとえば，垂直的に統合された事業者に有利
な差別行為に対する刑罰，送電システム運営者
と垂i在的に統合された事業者の間の関係のモニ
ター，送電システム運営者と垂直的に統合され
た事業者の問の紛争解決機関としての役割，送
電システム運営者と垂直的に統合された事業者
の聞のローンを含む商取引および金融関係のモ
ニター，送電システム運営者と垂直的に統合さ
れた事業者の間の商取引および金融上の合意の
承認， コンブライアンス事務官の通知があった
場合における垂直的に統合された事業者からの
理由書の提出要請，送電システム運営者と垂直
的に統合された事業者に対する検査の実施，送
電システム運営者の職務を送電システム運営者
による継続的な義務違反の場合において独立し
たシステム運営者へ割り当てることであるとす
る。
第37条第6項は，次の 3個の条件を決定し
確立させるために利用される方法を確定または
承認する責任を規制機関に負わせている。
すなわち， 3個の条件とは，第37条第 7項
により公表義務のある送電および配電料金表ま
たはその決め方を含んだ構成国のネットワーク
との結びイ寸きおよびアクセス，バランシングサ
ービスの提供，国境を越えたインフラへのアク
セスであるとする。
第37条第7項は，送電および配電料金表ま
たはその決め方の公表義務を課している。
第37条第8項は，送電および配電料金表ま
たはその決め方やバランシングサービスの決定
または承認のために規制機関が送電および配屯．
システム運営者に対して行うべきことを定めて
いる。すなわち，効率さの増大，市場の統合や
供給の安定性の育成，関連する調査研究活動の
支援のための適切なインセンティブを与えられ
ることである。
第37条第9項は，規制機関による構成国の
電気システムの混雑管理と混雑管理規則の実施
のモニターについて規定している。
第37条第 10項は，規制機関による送電およ
び配電システム運常者の作成した料金表または
その決め方を合んだ契約条件の修正要求，料金
表の確定が遅延した場合における規制機関によ
る暫定的な料金表またはその決め方の決定また
は承認，送電および配電システム運常者の作成
した料金表またはその決め方が規制機関による
暫定的な料金表またはその決め方と異なる場合
の補充措置を定めている。
第37条第 11項は，送電および配電システム
運常者に対する苦情を規制機関に訴えることが
できることを規定している。規制機関は一定期
間内に決定を下す必要があるとする。
第37条第 12項は，料金の決め方に関する決
定や提案された料金表またはその決め方につい
て，当該決定や決定のための提案の後で再検討
のための訴えを出すことができることを規定し
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ている。
第37条第 13項は， 支配的地位の濫用や搾取
行為の防止のための規制・コントローノレ・透明
性のためのメカニズムを設けることを構成田に
要求している。
第37条第 14項は，守秘義務についての適切
な措置に関する規定である。第37条第 15項は，
第 1条及び第 12条の訴えと共同体法または構
成国法との訴えとの関係を規律している。第
37条第 16項は，規制機関による決定の正当性
と公衆による決定の利用可能性について規定し
ている。第37条第 17項は，規制機関のよる決
定に対する上訴権に関する規定である。
第38条は，国境を越えた問題に対する規制
の制度に関する規定である。第39条は，電気
指令または2009年の電気の国境を越えた交換
のためのネットワークへのアクセス条件に関す
る規則におけるガイドラインの遵守に関する規
定である。第40条は，記録の保存に関する規
定である。
4. 1.3 電気指令第41条
小売市場に関する第41条は，小売市場の十
分な機能と透明性の向 tのための，送電および
配電システム運営者，供給事業者，顧客，その
他の市場参加者の役割と責任に関する規定であ
る。その役割と責任は，契約上の協定，顧客に
対する約束， データー交換，紛争解決ノレーノレ，
データーの所有権，メーターの責任を対象とし
ている。
これらのノレールは，公表すること，顧客と供
給者がネットワークにアクセスすること，規制
機関その他の関連する構成同の諸機関による再
検討の対象となることという条件を付けられる。
大規模な家庭でない顧客には同時複数契約権が
あるとする。
4. 1. 4 電気指令付属書I
消費者保護に関する措置を詳細に定めている
付属書 Iは，エネルギ一分野における消費者保
護に関する個別具体的な諸規定で，今後の消費
者保護のための諸規定を考案する際に有益であ
るのでその内容を列挙してお くことにする。
付属書Iは，当該指令第3条で指摘されてい
た措ー 置を具体化したものである。また，付属書
Iは，遠隔地契約に関する消費者保護について
の1997年の指令や，消費者契約における不公
正条項に関する 1993年の指令を侵害するもの
ではないとしている。したがって，これらの指
令はそれ白体の立場から適用される可能性があ
る。
付属書 Iの最初の特色は， 顧客が電気サーピ
ス提供者と契約を締結する際の契約内容を定め
ていることである。
この契約内容を列挙すると，たとえば，供給
者の身元および住所，サービスの内容，サーピ
スの質的水準，サービスの提供開始時期，維持
管理サービスの種類，適用可能なあらゆる料金
表および維持管理費用に対する最新の情報の取
得手段，契約の期間，サービスおよび契約の更
新や終了の条件，費用の掛からない契約の撤回
の許容性，補償および払戻協定で契約上のサー
ビスの質的水準の充足性や不正確で遅延した請
求書に関する場合，紛争解決の手続を開始する
方法，紛争解決および関連するすべての情報を
合む消費者の権利に関する情報で請求書または
電気事業者のウエッブサイトで明示されるもの
であるとする。
これらの契約内容に関連して，契約条件の公
平性と事前の周知性が指摘されている。この情
報については契約の締結前または確認前に提供
されるべきであるとするが，仲介者による契約
の締結の場合には契約の締結前に提供されるべ
きであるとする。
付属書Iの第2の特色は，契約条件の修正を
行う意思を適切に通知することと，通知時に顧
客の契約撤回権に関する情報提供をすることで
ある。サービス提供者は契約者に料金の増加を
直接に通知することで，料金の増加が生じた後
の正規のー請求期間よりも遅くない適切な時期
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に透明で比較できる方法で通知することを義務
付けている。この変更通知を同意しない場合に
おける契約撤回権を保証すべきであるとする。
付属者Iの第3の特色は， 電気サービスへの
アクセスおよび利用に関する価格，料金表，標
準契約約款についての透明性を備えた情報提供
である。
付属書 Iの第4の特色は，不当な差別のない
支払方法の幅広い選択，前払い制度の公平さと
前払い制度が蓋然的な消費量を適切に反映して
いること，契約条件の相違が様々な支払いシス
テムの供給者に負担を転嫁すること，普通契約
条件の公平性と透明性，普通契約条件を明瞭で
理解可能な言語で表示すること，普通契約条件
が顧客の権利の行使に対する契約外の障害を含
まないことで，過度な契約書面を出さないこと，
顧客が不公平で誤解を招く販売方法から保護さ
れることであるとする。
付属書 Iの第5の特色は，顧客が供給者を替
えることに費用が掛からないとすることである。
付属書Iの第6の特色は，苦情処理のための
透明性のある簡単で費用の掛からない子続，電
気サービス提供者による良い標準的なサービス
や裁判外の苦情処理を求める権利，裁判外の紛
争解決手続の公平性および迅速性で3か月以内
が望ましく，払い戻 しおよび補償の提供がなさ
れること，その裁判外の紛争解決手続が 1998
年の消費者紛争の裁判外の解決に責任を持つ団
体に適用される原則についての勧告と適合して
いることであるとする。
付属書Iの第7の特色は， 電気指令第3条第
3項に基づく構成国法上のユニバーサノレサービ
スにアクセスできる場合におけるユニバーサル
サービスに関する権利についての情報提供であ
る。
付属書Iの第8の特色は，消費データーを顧
客自身が持ち，明瞭な合意と料金なしで登録供
給事業者にメーターのデーターへのアクセスを
許すこと，データー管理者が登録供給事業者に
当該データーを与えること， 当該データーのフ
ォーマ ットや供給者および消費者が当該データ
ーにアクセスできる予続を制定すること，この
ようなサービスに対して消費者に追加費用が掛
からないことであるとする。
付属書Iの第9の特色は，自分自身の電気の
消費を規制することを可能とするに十分な実際
の電気の消費と費用に関する情報を顧客のメー
ター設備の能力と電気の生産を考慮する十分な
時間的な枠組みを利用して提供すること，この
ような措置の費用対効果を劇酌し，追加費用が
消費者に掛からないことであるとする。
付属書 Iの第 10の特色は，供給者の変更後
の6か月以内に最後の終f計算書を受け取るこ
とであるとする。
付属書 Iの第 11の特色は，インテリジェン
トなメーターシステムを実施することであると
する。そのための経済的評価を 2012年9月3
日まで行うとする。この経済的評価に基づき
10年間を上限とした年度計ー幽．を立て， 2020年
までに消費者の 80%がインテリジェントなメ
ーターシステムを持つべきであるとする。
4. 2 2009年の天然ガスの域内市場のための共
通ルールに関する指令
天然ガスにおける域内市場のための共通ノレー
ノレに関する指令が2009年（以下において，ガ
ス指令と言う。）に採択された6）。ガス指令は，
前述した2003年の天然ガスにおける域内市場
のための共通ノレーノレに関する指令を破棄して改
正したものである。
4. 2. 1 ガス指令第3条
ガス指令第3条は，公共サービスの義務と消
費者保護に関する規定である。ガス指令第3条
は，本稿の目的に直接的に合致するので詳細に
紹介をしておくことにする。
第3条第 1項は，天然ガス事業者の運営に関
する規定である。その運営において競争的で安
定した環境的に持続可能な天然ガス市場の達成
を目的としている。権利および義務に関する事
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業者間の差別の禁止も規定する。
第3条第2項は，事業者に課す公共サービス
の義務に関する規定である。この義務の内容は，
供給の安定性を含んだ安全性，規則性，供給の
品質と価格，エネルギーの効率さ・再生可能エ
ネノレギー・気候の保護を含んだ環境の保護であ
る。公共サービスの義務の性格については，明
瞭な定義，透明性，無差別，証明可能性を挙げ，
共同体の天然ガス事業者が構成国内の消費者に
平等にアクセスできることを内容とする。さら
に，供給の安定性・エネルギーの効率さ・需要
側の管理や環境および再生可能エネノレギーの目
的の実現のための長期計画の実施を規定する。
その際に第3者のシステムへのアクセスを合む
とする。
第3条第3項は，最終の顧客，被害を受けや
すい顧客，選択する顧客，家庭の顧客に分けて，
保護措置を規定する。
最終の顧客について，最終の顧客を保護する
適切な措置を講ずることを一般的に規定し， さ
らにガスシステムに連結している遠隔地の最終
の顧客を保護する措置を講ずることを規定する。
被害を受けやすい顧客について，最終の顧客
と並んで被害を受けやすい顧客を保護する措置
を講ずべきことを規定する。被害を受けやすい
顧客の概念の定義を行い，被害を受けやすい顧
客の権利および義務の適用を確保すべきとする。
選択する顧客については，新供給者への容易
な変更手続きの確保を規定する。家庭の顧客の
保護措置について，付属書 Iの措置を合むとす
る。
その他，ガスシステムに連結する顧客のため
の最後の頼りとなる供給者の指名，契約条件の
透明性・一般的な情報提供・紛争解決システム
に関する保護措置を規定する。
第3条第4項は，構成国のエネノレギ一行動計
画，被害を受けやすい顧客に必要なガスを供給
するための社会保障給付金の支給，エネノレギー
効率の改善のための支援に関する措置を規定す
る。ただし，これらの措置に条件が付いていて，
市場の効果的な開放や市場の十全な機能の保証
を挙げている。その他，これらの措置を欧州委
員会に通知することを述べている。
第3条第5項は，ガスのネットワークに結び
付いたすべての顧客が有する供給者からガスを
供給してもらう権利に関する規定である。これ
には2個の条件がある。 －)5は供給者との合意
で，他方は供給の安定性の条件ーである。特定の
条件下で供給者がどこの構成田に登録している
のかを問わないとする。そのために構成国には
行政上の義務が課されている。
第3条第6項は，顧客が有する供給者の変更
権と消費データーを受領する権利に関する規定
である。供給者の変更は3週間以内に実施され
るとする。これらの権利は，費用・労力・時間
に関する無差別原則の適用を受けるとする。
第3条第7項は，社会的経済的結合と環境保
護に関する措置について規定している。この中
には気候変動と供給の安定性に関する措置を合
むとする。さらに，必要なネットワークのイン
フラの維持と建設のための手段を利用する経済
的インセンチィブを提供することも入るとする。
第3条第8項は，天然ガス事業者がガスの利
用をできるだけ効果的にすることについて規定
している。このための手段は，エネノレギー管理
サービスの提供，革新的な価格決定法，知的な
メーターシステムまたはスマートグリッドの採
用である。これらはエネルギー効率の促進を考
慮したものであるとする。
第3条第9項は，紛争時に利用できる消費者
の権利・現行法・紛争解決手段に関する情報を
提供する接触場所について規定している。苦情
の処理や裁判外紛争解決のためのオンブズマン
や消費者団体のような独立機関の創設も必要で
あるとする。
第3条第 10項は，配給に関して第4条の適
用を回避できることを規定している。
第3条第 11項は，構成固から欧州委員会へ
の通知に関する規定である。すなわち，これは，
採用した措置の報告，競争に対するその効果の
神奈川口一ジャーナル第6号 31 
報告，その措置の変更に関する 2年ごとの報告
からなっている。
第3条第 12項は，欧州委員会による消費者
の権利に関する実際の情報の明瞭で具体的なチ
ェックリストの作成L 構成田よるチェックリ
ストのコピーの配布および一般的な利用の確保
について規定している。
4.2.2 ガス指令第39条乃至第41条
ガス指令第8章は，構成国の規制機関に関す
る諸規定からなる。ガス指令第 39条は，規制
機関の任命と独立性に関する規定である。当該
規定を受けて，ガス指令第40条は，規制機関
の8個の一般的な目的を定めている。
すなわち，第 lに，競争的で安全な環境的に
持続可能な域内市場の促進・すべての顧客およ
び供給者によって効果的な市場の開放・ガスの
ネットワークの効果的で信頼できる運営のため
の適切な条件の設定を挙げる。
第2は，競争的で適切に機能する地域市場の
発展である。
第3に，構成国の聞の取引の制限の除去・ 需
要に対応する国境を越えた輸送能力の開発・構
成同市場の統合の促進を挙げている。
第4は，消費者のためになる安全で信頼でき
る効率的な無差別のシステムの発展， システム
の適切さ ・エネノレギー 効率 ・再生可能エネノレギ
ー源からの大規模および小規模のガス生産およ
び輸送と配送の両者のネットワークにおける割
当生産の統合の促進で、ある。
第5は，新しい生産能力のためのネットワー
クへのアクセスの容易化である。
第6に， システムの遂行能力の効率さの増大
や市場の統合の育成のためのシステム運営者お
よび利用者に与えられるインセンティ ブの確保
を指摘する。
第7に，構成国の市場の効率的な機能による
顧客の利益の確保，効率的な競争の促進，消費
者保護の確保を指摘している。
第8は，天然ガスのための公共サービスの高
い水準の確保，被害を受けやすい顧客の保護，
顧客のよる供給者の変更のためのデーターの交
換プロセスの互換性の確保である。
規制機関の8個の一般的な目的を定めたガス
指令第40条を受けて，ガス指令第41条は，規
制機関の義務と権限を規定する。
ガス指令第41条第 l項は， 21個の規制機関
の義務を列挙している。この義務の内容を簡単
に指摘しておく。
たとえば，輸送または配送料金または計算方
法の確定または承認，輸送および配送システム
の運営者およびシステムの所有者と天然ガス事
業者のコンプライアンスの確保，構成因の規制
機関と共同体機関との国境を越えた問題に関す
る協力，共同体機関および欧州委員会の法的に
拘束力のある決定の遵守と実施，規制機関の活
動に関する年次報告と構成国の関連機関・共同
体機関・欧州委員会に対する当該義務の履行，
輸送・配送・貯蔵・ LNG・供給活動の問の複
数の分野に跨る助成金がないようにすること，
輸送システム運営者の投資計画のモニターおよ
び評価書の提出，ネットワークの安全性および
信頼ノレールの過去の成果を遵守することをモニ
ターし再検討することや，サービスおよび供給
の質のための基準を設定しまたは承認し， 他の
機関とともにそのことに貢献すること，卸売価
格を含んだ透明性のレベノレのモニターと天然ガ
ス事業者が透明性の義務を遵守すること，卸売
および小売レベノレの市ー場の開放と競争のレベノレ
と効果のモニターと競争の歪曲および制限のモ
ニター，制限的な契約慣行の発生のモニターと
当該慣行を構成国の競争機関に知らせること，
中断できる供給契約および長期間契約に関する
契約の自由の尊重，輸送および配送システムの
運営者が行う連結および修繕作業の時間のモニ
ター，貯蔵やその他の付随サービスに対するア
クセス条件のモニターと再検討， 消費者保護措
置が効果的で実行可能性があること， 供給価格
の第3条の遵守に関する勧告の公表と競争機関
への送付，構成田レベノレにおける消費デー ター
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のための容易に理解できる調和的なフォーマッ
トの顧客の消費データーへのアクセスや付属書
I (hJに基づく消費データーに対するすべての顧
客の迅速なアクセス，輸送システム運営者・配
送システム運営者・供給者・顧客その他の市場
参加者の役割lと責任に関するノレーノレの実施のモ
ニター，貯蔵施設がガス指令第33条第3項お
よび第4項に該当するか否かを決定する基準の
IEしい適用のモニタペガス指令第46条で言
及されているセーフガードの実施のモニター，
地域レベノレの最重要な市場プロセスのためのデ
ーター交換プロセスの互換性への貢献であると
する。
第41条第2項は，第 l項のモニタ一義務を
規制機関以外の機関に代替させることができる
ことなどを規定する。
第41条第3項は，独立システムの運営者が
ガス指令第 14条に基づいて任命された場合に
おける規制機関の追加義務を規定する。
すなわち，輸送システムの所有者と独立シス
テムの運営者の本条の義務の遵守のモニターと
違反に対する刑罰の賦課，輸送システムの所有
者と独立システムの運営者の諸関係のモニター，
輸送システムの所有者と独立システムの運営者
の問の契約の承認や紛争解決機関としての行動，
独立システムの運営者が提出した投資計両と複
数年のネットワーク開発計画の承認，独立シス
テムの運営者が徴収するネ ットワークアクセス
料金がネットワーク所有者のための報酬を含ん
でいること，輸送システムの所有者と独立シス
テムの運営者の家屋で立ち入り検査を実行する
権限を持つことであるとする。
第41条第4項は，第 l項，第3項，第6項
に規定された義務を実行するための規制機関の
権限を定めている。
すなわち，拘束力のある決定を出すこと，ガ
ス市場の機能に関する調査をして，効果的な競
争のための必要で目的に適合した措置を決定し
賦課すること，ガス市場の適切な機能を確保す
ること，天然ガス事業者から仕事の実施のため
の情報やネットワークの実施のための措置の情
報を要求すること，義務を守らない天然ガス事
業者に対して効果的で釣り合った制止的な刑罰
や規制機関または共同体機関の法的に拘束力の
ある決定を課し，または刑罰を課すことを裁判
所に提案すること，紛争の解決のために調査し
指図する権限であるとする。
第41条第5項は，輸送システムの運営者が
任命された場合における第 l項および第4項以
外の規制機関の追加の義務と権限について規定
する。
たとえば，垂直的に統合された事業者に有利
な差別的な行為に対して刑罰を課すこと，輸送
システムの運営者の義務の履行確保のための輸
送システムの運営者と垂直的に統合された事業
者の聞の諸関係のモニター，垂直的に統合され
た事業者と輸送システムの運営者の問の紛争解
決機関としての役割，垂直的に統合された事業
者と輸送システムの運常者の問のローンを含ん
だ商取引および金融＿！：の関係のモニター，乗甫．
的に統合された事業者と輸送システムの運営者
の聞の商取引および金融上のあらゆる合意， コ
ンブライアンス事務官によって通告された場合
において垂直的に統合された事業者から理由を
聞き出すこと，垂直的に統合された事業者と輸
送システムの運営者の建物で立ち入り検査を行
うこと，継続的な義務違反の場合における輸送
システムの運営者の仕事を独立システムの運常
者に割り当てることであるとする。
第41条第6項は，規制機関による諸条件の
評価または確定のための方法の確認または承認
に対する責任を定める。その諸条件とは，たと
えば，構成国のネットワークへの連結とアクセ
ス， LNG施設へのアクセスのための諸条件や
料金，バランシン グサービスの提供，国境を越
えたインフラへのアクセスである。
第41条第7項は，第6項の方法または諸条
件の公表義務に関する規定である。第41条第
8項は，第6項を受けて規制機関による輸送お
よび配送システムの運営者のインセンティブの
神奈川口一ジャーナル第6号 33 
確保に関する規定である。そのインセンティブ
とは，効率さ，市場の統合，供給の安定，調査
活動の支援である。
第8章第41条第9項は，規制機関による構
成国のガス輸送のネットワークの混雑の管理と
混雑の管理ノレールの実施に関する規定である。
第41条第 10項は，規制機関による輸送・貯
蔵・ LNG・配送システムの運営者に本条の料
金や計算方法を合めた諸条件の修正を求める権
限に関する規定である。
第41条第 1項は，輸送・貯蔵・ LNG・配
送システムの運営者に対して運営上の義務に関
する苦情がある場合における規制機関の対応に
関する規定である。
第41条第 12項は， 計算方法に関する決定ま
たは提案された料金または計算方法に苦情があ
る場合におけるそれらの公表後の再検討のため
の帯情の申し立てに関する規定である。
第41条第 13項は，支配的な地位の濫用と搾
取的な行為の防止のための規制や制御し透明性
を持ったメカニズムの創設に関する規定である。
第41条第 14項は，守秘義務違反に関する措
置についての規定である。第41条第 15項は，
第 1項および第 12項の苦情の申し立てが共同
体法または構成国法の訴権を侵害しないとする。
第41条第 16項は，規制機関による決定の合理
性および正当性と，公衆による利用可能性につ
いて規定している。第41条第 17項は，規制機
関とは別に構成田における当事者と政府から独
立した訴権を保証する機関に関する規定である。
ガス指令第42条は，国境を越えた問題に対
する規制の体制に関する規定である。ガス指令
第43条は，ガイドラインの遵守に関する規定
である。ガス指令第44条は，記録の保存に関
する規定である。
4. 2.3 ガス指令第45条
ガス指令第9章は小売市場に関する 1ヵ条の
規定からなる。ガス指令第45条は，輸送シス
テム運営者，配送システム運営者，供給事業者，
顧客その他の市場当事者の役割と責任として，
契約上の取り決め，顧客との関わり合い，デー
ター交換，紛争解決ノレーノレ， データーの所有と
計量の責任を明確化することであるとする。
これらのノレーノレは公表義務があって， ネット
ワークへの顧客および供給者のアクセスを容易
にすることを劃酌しているとする。また，これ
らのルーノレは，規制機関その他の構成国の機関
の検討の対象となるとする。
4.2.4 ガス指令付属書I
ガス指令の付属書 Iは，消費者保護に関する
措置を規定している。ガス指令の付属書 Iに記
載されている措置は，遠隔地契約に関する消費
者の保護についての 1997年の指令と消費者契
約における不公正な約款に関する 1993年の指
令における措置と矛盾するものではなく，これ
らの指令の諸規定を侵害するものではないとす
る。
ガス指令の付属書 Iの第 l項は，ガス指令第
3条の措置の内容を明らかにしている。まず，
顧客がガスサービスの供給者と契約を締結する
場合における契約内容を法定している。法定さ
れた契約内容とは，供給者の身元および住所，
サービスの内容・品質レベノレ・最初の連結の時
期，維持管理サービスの種類，すべての適用可
能な料金と維持管理費用に関する最新の情報を
収得する手段，契約の期間・サービスと契約の
更新およ び終了の条件， 費用のかからない契約
の撤凶の有無，不正確で遅延した請求を含めた
契約されたサービスの品質レベノレが満たされな
い場合における補償と返金の手続き，紛争の解
決のための手続きを開始する方法，請求書また
は天然ガス事業者のウエッブサイトで伝達され
ている苦情処理とこの点の情報のすべてを含ん
だ消費者の権利に関する情報であるとする。
このような契約内容の法定のほかに，事前の
情報提供を強調している。たとえば，諸条件の
公平さに加えて，事前の周知を指摘している。
また，契約の締結または確認の前の情報提供や，
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仲介者による情報提供の場合における契約の締
結前の情報提供を指摘している。
第2に，顧客に対する契約の条件を修正する
内容の通知を付与することや通知時に与える撤
回権に関する情報提供について定めている。そ
の他に，手数料の増加に関する／レーノレを定めて
いる。すなわち，契約の署名者に直接通知する
こと，手数料の増加がなされた後で、正規のー請
求期間よりも遅くない適切な時期に通知するこ
と，透明性のある理解しやすい方法で通知する
ことであるとする。さらに，顧客に示された新
たな条件を受け入れない場合における顧客の撤
回権についても定めている。
第3は，適用される価格および料金表や標準
契約約款についての情報提供を受けることで，
これらはガスサービスへのアクセスとガスサー
ビスの利用に関するものであるとする。
第4は，支払方法の幅広い選択に関するもの
である。前払いができるが，公平で確実にあり
そうな消費量を反映したものであることを条件
とする。支払条件の相違から生ずるコストは供
給者の負担とする。普通契約約款の条件として，
公平性，透明性，明瞭で理解しやすい言語によ
ること，過度の契約文書のような顧客の権利の
行使に対する契約外の障害を含まないことであ
るとする。不公平なまたは誤解を招く販売方法
からの保護も規定する。
第5に，供給者の変更に伴う費用が掛からな
いことを挙げている。
第6は，苦情処理に関するものである。苦情
処理の手続きは，透明性のある簡便で費用の掛
からないものでなければならないとする。すべ
ての消費者はガスのサービス提供者による苦情
処理を求める権利を持っとする。この裁判外紛
争解決手段の性格は，紛争解決の公平性，迅速
性， 3カ月以内の解決，返済およびまたは補償
の提供を挙げている。この裁判外紛争解決手段
の手続きは，消費者紛争の裁判外の解決に責任
を持つ団体に適用される原則に関する 1998年
の勧告に基づくとする。
第7は，合理的な価格で特定の品質の天然ガ
スの供給を求める権利についての情報提供に関
するものである。この天然ガスの供給に際して
適用される法律は，構成国法である。
第8に，顧客が自分の消費データーを自由に
利用できることや，明確な合意と無償で登録さ
れた供給事業者に計測データーへのアクセスを
与えることについて規定する。データー管理の
責任者は事業者に計測データーを与える義務が
あるとする。そのために，構成国に計測データ
ーのフォーマットや計測データーにアクセスす
るための供給者および消費者の手続きの策定を
課している。消費者にその費用が掛からないと
する。
第9は，ガスの消費を制御するために実際の
ガスの消費と費用に関して情報提供することで
ある。この情報提供は十分な時間的枠組みを利
用してなされるとする。消費者にその費用が掛
からないとする。
第 10は，前述した第5の事項に関連するも
ので，供給者の変更後の6週間より遅くならな
い時期にその変更後の終了の収支計算書を受領
することを規定する。
ガス指令の付属書 Iの第2項は，インテリジ
ェントな計測システムの実施の確保義務と，そ
の実施のための経済評価を行うことを定める。
インテリジェントな計測システムの実施におい
て重要なことは，インテリジェントな計測シス
テムの互換性，適切な基準と最善の取り組みの
利用，域内市場の発展であるとする。
4.3 日本法への示唆
主として前述した 2009年の電気の域内市場
のための共通ノレーノレに関する指令における消費
者保護に関する規定を参考にして，この範囲内
で日本法への示唆を得たいと考えている。
その際に， 日本法として私的独占の禁止及び
公正取引の確保に関する法律における適正な電
力取引についての指針および不公正な取引方法，
消費者契約法・特定商取引法等の消費者法，電
神奈川口ージャーナル第6号 35 
力会社の契約約款，民法の改正中間試案に言及
する。これらの分野で論じていないものは，そ
の他の提案で扱う。
4. 3. 1 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関
する法律における適正な電力取引について
の指針および不公正な取引方法
4. 3.1. 1 適正な電力取引についての指針
公正取引委員会および経済産業省は，平成
23年9月に適正な電力取引についての指針
（以下において，電力取引指針と言う。）を公表
した7）。この電力取引指針は，小売分野におけ
る適正な電力取引の在り方，託送分野における
適正な電力取引の在り方，卸売分野における適
正な電力取引の在り方，他のエネノレギーと競合
する分野における適正な電力取引の在り方に分
かれている。本稿は，主として家庭部門の消費
者との取引を念頭において論じている。したが
って，小売分野における適正な電力取引の在り
方についてのみ言及することにする。
主として一般電気事業者を対象とする小売分
野における適正な電力取引の在り方は，公正か
っ有効な競争の観点から望ましい行為と問題と
なる行為における自由化分野において，自由化
対象需要家に対する小売供給・小売料金の設定
について公正かっ有効な競争の観点から望まし
い行為に関する基準と，公正かつ有効な競争の
観点から問題となる行為に関する基準を設定し
fこ。
電力取引指針によ って規制の対象となる主体
は，主として一般電気事業者である。電力シス
テム改革において，一般電気事業者に該当する
事業者だけでなく，多様な電気事業者が参入し
てくる。したがって，以下において，公正かっ
有効な競争の観点から望ましい行為に関する基
準と， 公正かつ有効な競争の観点から問題とな
る行為に関する基準を論ずる際に，一般電気事
業者という概念をそのまま使用するが，改革後
は，それらの基準は一般電気事業者に該当する
事業者以外の多様な電気事業者にも適用される
可能性があると判断できる。そもそも一般電気
事業者とい う概念自体がなくなる可能性がある
ので，電気事業者に置き換えて考えたいという
意味である。
また，現行の電力取引指針の自由化対象需要
家には，本稿で扱っている家庭部門の消費者は
入っていない。全面的な小売自由化が実現する
時に，家庭部門の消費者の立場を割酌した小売
分野における適正な電力取引の在り方が必要と
なるであろう。
このことを念頭に置きながら，自由化対象需
要家に対する小売供給 ・小売料金の設定につい
て公正かっ有効な競争の観点から望ましい行為
と公正かつ有効な競争の観点から問題となる行
為に関する基準を概観し，それが電気事業者間
のノレ ノーレであって， 自由化対象需要家に対する
関係を創酌して定めたものであるとはいえ，将
来的には家庭部門の消費者も自由化分野に入っ
てくるので，家庭部門の消費者に対する関係に
おいて妥当するものがあれば指摘しておくこと
にする。
公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為
にういて，一般電気事業者が適切な標準メニュ
ーの設定・公表をすることを挙げている。この
ことは，家庭部門の消費者に対する関係におい
ても妥当するのではないかと思う。
公正かっ有効な競争の観点から問題となる行
為について，一般電気事業者が新規参入者への
対抗として差別対価・不当廉売等を行う行為を
禁止している。しかし， 標準メニ ューと異なる
料金で，きめ細かく個別の需要家の利用形態を
把握し，個別の需要家への供給に要する費用を
下回らない料金を設定することは禁止されてお
らず，新規参入者に対する対抗措置とはならな
いとする。この場合は，家庭部門の消費者にと
っても有利である。
一般電気事業者によ る子会社等のための差別
対価等の設定を禁止している。また，一般電気
事業者による部分供給料金の不当な設定は新規
参入者の事業活動を困難にするという理由から
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禁止している。部分供給料金の不当な設定は自
由化対象需要家にとっても不利なものである。
さらに，家庭部門の消費者に対する部分供給が
ありうるならば，部分供給料金の不当な設定自
体は，その消費者にと って不利なものとなるで
あろう。
一般電気事業者による部分供給の拒否も新規
参入者の事業活動を困難にするとう理由から禁
止している。部分供給の拒否は自由化対象需要
家にとっても不利なものである。同じく，家庭
部門の消費者に対する部分供給がありうるなら
ば，部分供給の拒否は，その消費者にとって不
利なものとなるであろう。
一般電気事業者による負荷追随を伴う部分供
給の拒否は，需要家が一般電気事業者から全量
供給を受けることになって新規参入者の事業活
動を困難にするとう理由から禁止している。た
とえば，事前に定めた供給量だけ部分供給を行
う場合や供給割合に応じた負荷追随しか行わな
い場合であるとする。これらの場合も，自由化
対象需要家にとっても不利なものであって，家
庭部門の消費者に対する部分供給がありうるな
らば，負荷追随を伴う部分供給の拒否は，その
消費者にとって不利なものとなるであろう。
一般電気事業者が負荷追随を伴う部分供給を
行う場合に，需要家に必要を超えた新規参入者
の予定供給量の事前通知を求めることを新規参
入者の事業活動を困難にするとう理由から禁止
している。
一般電気事業者が戻り需要時に不当に高い料
金を設定するか設定することを示唆することを，
需要家の取引先の選択の自由を奪い新規参入者
が他の取引先を得ることができなくなる恐れが
あるとして禁止している。また同じく，交渉に
応じず不当に高い最終保障約款を適用すること
を禁止している。この場合は家庭部門の消費者
にもありうるので，その消費者にとっても禁止
すべきである。
一般電気事業者が特定自家発電設備保有者に
対して自家発補給契約を打ち切るもしくは打ち
切りを示唆することや，従来料金より高く設定
するかその設定を示唆することを禁止している。
その理由は，新規参入者との電力取引や自らの
新規参入を断念する状況に陥るからである。特
定自家発電設備保有者が自ら新規参入すること
を割酌しているので，この場合は家庭部門の消
費者には当てはまらないと言える。しかし，そ
のような場合以外が家庭部門の消費者にありう
るならば，このことはその消費者にとって不利
なものとなるであろう。
一般電気事業者が不当に高い最終保障約款を
定める ことを需要家の利益を阻害する ものとし
て電気事業法上の変更命令の発動の対象として
いる。この場合が家庭部門の消費者にありうる
ので，同じく電気事業法上の変更命令の発動の
対象とすべきであろう。
一般電気事業者が新規参入者から電力の供給
を受けるか新規参入者に対して電力を供給し，
または自家発電設備を活用して新規参入をしよ
うとする自家発電設備を持つ需要家との需給調
整契約を正当な理由なく打ち切るか打ち切りを
示唆することを禁止している。この場合の需要
家は，新規参入者に対して電力を供給し，また
は自家発電設備を活用して新規参入をしようと
する自家発電設備を持つ需要家を想定している。
したがって，この場合は，家庭部門の消費者に
は当てはまらないであろう。
需要家が新規参入者から電力を受けるために
一般電気事業者との契約を解約する場合に，解
約までに受けた割引金額の返還を求めつつ不当
に高い違約金や清算金を設けることや，需要家
との付随契約の際に一般電気事業者が主契約と
異なる時期に一方的に契約の更改時期を設ける
ことによって， 需要家に新規参入者に契約を変
更する場合に清算金を支払わせるように強いる
ことを禁止している。このことは，家庭部門の
消費者に対しでも当てはまることであって禁止
すべきである。
一般電気事業者が物品・役務について継続的
な取引関係にある需要家に対して，新規参入者
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から電力の供給を受けたり，新規参入に余剰電
力を供給する場合に，物品の購入と役務の取引
を停止または停止を示唆し，購入数量等の削減
または削減を示唆することを禁止している。物
品・役務について継続的な取引関係にある事業
者であって新規参入者に影響力を有する者に対
しでも同様に禁止している。これらの場合が家
庭部門の消費者にあ りうるならば， 同様に禁止
すべきである。
一般電気事業者が需要家情報を顧客から情報
の利用許諾を受けた他の事業者に営業部門に対
する開示手続と同様の手続によって開示しない
行為をすることを禁止している。これは新規参
入者等の事業活動を困難にすることを禁止する
趣旨で行っていることであるが，需要家情報の
中に家庭部門の消費者を含めて考えるならば，
同様のことが当てはまるであろう。
一般電気事業者が新規参入者と交渉をしてい
る需要家に対する既存契約の途中解約，電気料
金の対抗的値下げ，新規の解約補償料を伴う長
期契約の締結等の複数の行為を組み合わせた新
規参入者の参入阻止行為を禁止している。この
ことは，家庭部門の消費者に対しでも当てはま
ることであって禁止すべきである。
自由化対象需要家に対する小売供給 ・小売料
金の設定以外の行為として，公正かっ有効な競
争の観点から望ましい行為について，新規参入
者が需要家情報にアクセスできるように一般電
気事業者が需要家情報を提供する窓口を設ける
などの措置を講ずる手続を定め，公表しておく
ことが良いとする。このことは，需要家情報の
中に家庭部門の消費者を含めて考えるならば，
その消費者にも当てはまることである。
公正かつ有効な競争の観点から問題となる行
為について，一般電気事業者が新規参入者の営
業活動の中で不当な情報を需要家に提供するこ
とを禁止している。このことは，家庭部門の消
費者に対する関係においても妥当するものであ
る。
公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為
および問題となる行為における規制分野につい
て，適正な電力取引の観点から望ましい行為と
適正な電力取引の観点から問題となる行為を指
摘している。
適正な電力取引の観点から望ましい行為とし
て，自由料金が規制料金と整合性があるように
設定され，規制料金が自由料金における創意工
夫を取り込んでいくことが良いとする。このこ
とは，家庭部門の消費者に対するものであるの
で，規制料金がある限り今後も そのまま妥当す
るものである。
適正な電力取引の観点から問題となる行為と
して，規制料金が自由料金と比較して不公平で
ある場合には，経済産業省が紛争処理プロセス
でそれに対応するとする。この中に電気事業法
kの供給約款認可申請命令や選択約款変更命令
が含まれるとする。このことも，家庭部門の消
費者に対するものであるので，規制料金がある
限り今後もそのまま妥当するものである。
4.3. 1.2 不公正な取引方法
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する
法律第2条9号において，不公正な取引方法が
規定されている。さらに，平成21年 10月28
H公正取引委員会告示第 18号において，改正
された不公正な取引方法が規定されていた8）。
当該告示で不公正な取引方法として規定され
ているのは，共同の取引拒絶，その他の取引拒
絶，差別対価，取引条件等の差別取扱い，事業
者団体における差別取扱い等，不当廉売，不当
高価購入，ぎまん的顧客誘引，不当な利益によ
る顧客誘引，抱き合わせ販売等，排他条件付取
引，拘束条件付取引，取引の相手方の役員選出
への不当干渉，競争者に対する取引妨害，競争
会社に対する内部干渉である。
これらの不公正な取引方法の禁止は，家庭部
門の消費者に対する関係において電力市場改革
によって登場する電気事業者に適用されるもの
である。
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4.3.2 消費者契約法・特定商取引法等の消費者
法
電気事業者と家庭部門の消費者に対する関係
において，適用条件を充足するならば消費者契
約法・特定商取引法等の消費者法が適用される
と考える。
これらの消費者法に関連して，法主体に言及
しておくことにする。
電気指令第2条は，顧客，卸売の顧客，最終
の顧客， 家庭の顧客， 家庭でない顧客，選択す
る顧客を分けて定義している。これらの定義に
対応して，それぞれの扱いに差異を設けている
場合がある。電気指令の付属書 Iは，それらの
中で最も包括的な概念である顧客について消費
者保護規定を定めている。
消費者契約法は，消費者を事業としてまたは
事業のために契約の当事者とならない個人を意
味している。家庭部門の消費者は， この意味の
消費者に該当する。さらに，法解釈諭または立
法論として，この消費者に準じて，電気買取の
認定発電設備を持って家庭で電力を消費する者
を消費者契約法の対象とする方向で考えていく
べきである。
また，これらの消費者法に関連して，法の内
容に言及しておくことにする。
本稿で論じている家庭部門の消費者は， 電気
指令第2条の顧客の中に入る。したがって，顧
客についての消費者保護規定は，比較法的な観
点から家庭部門の消費者に当てはめて利用する
ことができる。その内容が適切であると評価で
きるカ〉らである。
そのために，消費者契約法・特定商取引法等
の消費者法に電気指令第2条および付属書Iの
内容を定めるべきである。ただし，すでに相当
する規定があれば不要である。
その他の方法として，すでにある電気事業法
の中に電気指令第2条および付属書Iの内容を
定めることや，全面的自由化に伴って電気事業
者と消費者の聞の取引を規律する法律をそれら
の内容を含めて新たに制定する方法があると考
える。
4.3.3 電力会社の契約約款
東京電力等は， 電気供給約款， 選択約款， 電
気需給約款，電気最終保障約款等を公表してい
る9）。これらの約款は，家庭部門の消費者に関
係する。
消費者保護の観点から，電気指令の付属書 I
に規定されている事項は適切であると評価でき
るので，東京電力等の電気供給約款，選択約款，
電気需給約款， 電気最終保障約款等に導入すべ
きであると考えている。
電気指令の付属書 Iに規定されている事項を
再度列挙すると以下の通りである。
①顧客が電気サービス提供者と契約を締結す
る際の契約内容を定めることで，この契約内容
を列挙すると，たとえば，供給者の身元および
住所，サーピスの内容，サービスの質的水準，
サービスの提供開始時期，維持管理サーピスの
種類，適用可能なあらゆる料金表および維持管
理費用に対する最新の情報の取得手段，契約の
期間，サービスおよび契約の更新や終了の条件，
費用の掛からない契約の撤回の許容性，補償お
よび払戻協定で契約上のサービスの質的水準の
充足性や不正確で遅延した請求書に関する場合，
紛争解決の手続を開始する方法，紛争解決およ
び関連するすべての情報を含む消費者の権利に
関する情報で請求書または電気事業者のウエッ
ブサイトで明示されるものであるとする。これ
らの契約内容に関連して，契約条件の公平性と
事前の周知性が指摘されている。 この情報につ
いては契約の締結前または確認前に提供される
べきであるとするが，仲介者による契約の締結
の場合には契約の締結前に提供されるべきであ
るとする。
②契約条件の修正を行う意思を適切に通知す
ることと，通知時に顧客の契約撤回権に関する
情報提供をすることである。サービス提供者は
契約者に料金の増加を直接に通知することで，
料金の増加が生じた後の正規のー請求期間より
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も遅くない適切な時期に透明で比較できる方法
で通知することを義務付けている。この変更通
知を同意しない場合における契約撤回権を保証
すべきであるとする。
③電気サービスへのアクセスおよび利用に関
する価格，料金表，標準契約約款についての透
明性を備えた情報提供である。
④不当な差別のない支払方法の幅広い選択，
前払い制度の公平さと前払い制度が蓋然的な消
費量を適切に反映していること，契約条件の相
違が様々な支払いシステムの供給者に負担を転
嫁すること，普通契約条件の公平性と透明性，
普通契約条件を明瞭で理解可能な言語で表示す
ること，普通契約条件が顧客の権利の行使に対
する契約外の障害を含まないことで，過度な契
約書面を出さないこと，顧客が不公平で誤解を
招く販売方法から保護されることであるとする。
⑤顧客が供給者を替えることに費用が掛から
ないとすることである。
⑥苦情処理のための透明性のある簡単で費用
の掛からない手続，電気サービス提供者による
良い標準的なサービスや裁判外の苦情処理を求
める権利，裁判外の紛争解決手続の公平性およ
び迅速性で3か月以内が望ましく，払い戻しお
よび補償の提供がなされること，その裁判外の
紛争解決手続が 1998年の消費者紛争の裁判外
の解決に責任を持つ団体に適用される原則につ
いての勧告と適合していることであるとする。
⑦電気指令第3条第3項に基づく構成国法上
のユニパーサノレサービスにアクセスできる場合
におけるユニバーサノレサービスに関する権利に
ついての情報提供である。
⑧消費データーを顧客自身が持ち，明瞭な合
意と料金なしで登録供給事業者にメーターのデ
ーターへのアクセスを許すこと，データー管理
者が登録供給事業者に当該デー ター を与えるこ
と，当該データーのフォーマットや供給者およ
び消費者が当該データーにアクセスできる手続
を制定すること，このようなサービスに対して
消費者に追加費用が掛からないことであるとす
る。
⑨自分自身の電気の消費を規制することを可
能とするに十分な実際の電気の消費と費用に関
する情報を顧客のメーター設備の能力と電気の
生産を考慮する十分な時間的な枠組みを利用し
て提供すること，このような措置の費用対効果
を劃酌し，追加費用が消費者に掛からないこと
であるとする。
⑮供給者の変更後の6か月以内に最後の終了
計算書を受け取ることであるとする。
⑪インテリジェントなメーターシステムを実
施することであるとする。
4.3.4 民法の改正中間試案
電気事業者と家庭部門の消費者との聞に民法
が適用される。民法の改正中間試案10）は現行
民法を改善した内容であり，特に電気事業者と
家庭部門の消費者との問に関連するものを採り
上げてコメントを付けておく 。
公序良俗（民法第90条関係）
民法第90条の規律を次のように改めるもの
とする。
(1）公の秩序又は善良の風俗に反する法律行
為は，無効とするものとする。
(2）相手方の困窮，経験の不足， 知識の不足
その他の相手方が法律行為をするかどうかを合
理的に判断することができない事情があること
を利用して，著しく過大な利益を得，又は相手
方に著しく過大な不利益を与える法律行為は，
無効とするものとする。
電気事業者と家庭部門の消費者との問におい
て第 l項だけでなく，第2項に大きな意味があ
る。
1 心裡留保（民法第93条関係）
民法第93条の規律を次のように改めるもの
とする。
( 1）意思表示は，表意者がその真意ではない
ことを知ってしたときであっても， そのために
その効力を妨げられないものとする。ただし，
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相手方が表意者の真意ではないことを知り，又
は知ることができたときは，その意思表示は，
無効とするものとする。
(2) 上記（1）による意思表示の無効は，善意の
第三者に対抗することができないものとする。
2 錯誤（民法第95条関係）
民法第95条の規律を次のように改めるもの
とする。
( 1) 意思表示に錯誤があった場合において，
表意者がその真意と異なることを知っていたと
すれば表意者はその意思表示をせず，かつ，通
常人であってもその意思表示をしなかったであ
ろうと認められるときは，表意者は，その意思
表示を取り消すことができるものとする。
(2) 目的物の性質，状態その他の意思表示の
前提となる事項に錯誤があり，かつ，次のいず
れかに該当する場合において，当該錯誤がなけ
れば表意者はその意思表示をせず，かつ，通常
人であってもその意思表示をしなかったであろ
うと認められるときは，表意者は，その意思表
示を取り消すことができるものとする。
ア 意思表示の前提となる当該事項に関する
表意者の認識が法律行為の内容になっていると
き。
イ 表意者の錯誤が，相手方が事実と異なる
ことを表示したために生じたものであるとき。
(3) 上記（1)又は（2）の意思表示をしたことにつ
いて表意者に重大な過失があった場合には，次
のいず、れかに該当するときを除き，上記（1）又は
(2）による意思表示の取消しをすることができな
いものとする。
ア相手方が，表意者が上記(1）又は（2）の意思
表示をしたことを知り，又は知らなかったこと
について重大な過失があるとき。
イ 相手方が表意者と同ーの錯誤に陥ってい
プことき。
(4) 上記（1）又は（2）による意思表示の取消しは，
善意でかつ過失がない第三者に対抗することが
できないものとする。
3 詐欺（民法第96条関係）
民法第96条の規律を次のように改めるもの
とする。
( 1) 詐欺又は強迫による意思表示は，取り消
すことができるものとする。
(2) 相手方のある意思表示において，相手方
から契約の締結について媒介をすることの委託
を受けた者又は相手方の代理人が詐欺を行った
ときも，上記（1）と同様とする（その意思表示を
取り消すことができる）ものとする。
(3) 相手方のある意思表示について第三者が
詐欺を行った場合においては，上記（2）の場合を
除き，相手方がその事実を知り，又は知ること
ができたときに限り，その意思表示を取り消す
ことができるものとする。
(4) 詐欺による意思表示の取消しは，善意で
かつ過失がない第三者に対抗することができな
いものとする。
心裡留保，錯誤，詐欺に関する諸規定につい
ては，電気事業者と家庭部門の消費者との聞に
おける契約の締結においてその適用が当然に想
定される。
3 付随義務及び保護義務
( 1) 契約の当事者は， 当該契約において明示
又は黙示に合意されていない場合であっても，
相手方が当該契約によって得ょうとした利益を
得ることができるよう，当該契約の趣旨に照ら
して必要と認められる行為をしなければならな
いものとする。
(2) 契約の当事者は，当該契約において明不
又は黙示に合意されていない場合であっても，
当該契約の締結又は当該契約に基づく債権の行
使若しくは債務の履行に当たり，相手方の生命，
身体，財産その他の利益を害しないために当該
契約の趣旨に照らして必要と認められる行為を
しなければならないものとする。
4 信義則等の適用に当たっての考慮要素
消費者と事業者との問で締結される契約（消
費者契約）のほか，情報の質及び量並びに交渉
力の格差がある当事者間で締結される契約に関
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しては，民法第 l条第2項及び第3項その他の
規定の適用に当たって，その格差の存在を考慮
しなければならないものとする。
電気事業者と家庭部門の消費者との聞におい
て， 家庭部門の消費者の立場から，電気事業者
に付随義務及び保護義務を認めることが適切で
ある。
第27 契約交渉段階
1 契約締結の自由と契約交渉の不当破棄
契約を締結するための交渉の当事者の一方は，
契約が成立しなかった場合であっても，これに
よって相手方に生じた損害を賠償する責任を負
わないものとする。ただし，相手方が契約の成
立が確実であると信じ，かつ，契約の性質，当
事者の知識及び経験，交渉の進捗状況その他交
渉に関する一切の事情に照らしてそのように信
ずることが相当であると認められる場合におい
て，その当事者の一方が，正当な理由なく契約
の成立を妨げたときは，その当事者の一方は，
これによって相手方に生じた損害を賠償する責
任を負 うものとする。
2 契約締結過程における情報提供義務
契約の当事者の一方がある情報を契約締結前
に知らずに当該契約を締結したために損害を受
けた場合であって も，相手方は，その損害を賠
償する責任を負わないものとする。ただし，次
のいずれにも該当する場合には，相手方は，そ
の損害を賠償しなければならないものとする。
(1）相手方が当該情報を契約締結前に知り，
又は知ることができたこと。
(2) その当事者の一方が当該情報を契約締結
前に知っていれば当該契約を締結せず，又はそ
の内容では当該契約を締結しなかったと認めら
れ，かっ，それを相手方が知ることができたこ
と。
(3) 契約の性質，当事者の知識及び経験，契
約を締結する目的，契約交渉の経緯その他当該
契約に関する一切の事情に照らし，その当事者
の一方が自ら当該情報を入手することを期待す
ることができないこと。
(4) その内容で当該契約を締結したことによ
って生ずる不利益をその当事者の一方に負担さ
せることが，上記（3）の事情に照らして相当
でないこと
電気事業者と家庭部門の消費者との聞におい
て，契約締結の自由および契約交渉の不当破棄
と契約締結過程における情報提供義務が妥当す
る。電気指令の付属書Iの内容で情報提供義務
に関連する部分は，契約締結過程における情報
提供義務に関する規定によって裏付けることが
できる。
第30 約款
1 約款の定義
約款とは，多数の相手方との契約の締結を予
定してあらかじめ準備される契約条項の総体で
あって，それらの契約の内容を画一的に定める
ことを目的として使用するものをいうものとす
る。
2 約款の組入要件の内容
契約の当事者がその契約に約款を用いること
を合意し，かつ，その約款を準備した者（以下
「約款使用者」という。）によって，契約締結時
までに，相手方が合理的な行動を取れば約款の
内容を知ることができる機会が確保されている
場合には，約款は，その契約の内容となるもの
とする。
3 不意打ち条項
約款に含まれている契約条項であって，他の
契約条項の内容，約款使用者の説明，相手方の
知識及び経験その他の当該契約に関する一切の
事情に照らし，相手方が約款に含まれているこ
とを合理的に予測することができないものは，
前記2によっては契約の内容とはならないもの
とする。
4 約款の変更
約款の変更に関して次のような規律を設ける
かどうかについて，引き続き検討する。
( 1) 約款が前記2によって契約内容とな って
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いる場合において，次のいずれにも該当すると
きは，約款使用者は，当該約款を変更すること
により，相手方の同意を得ることなく契約内容
の変更をすることができるものとする。
ア 当該約款の内容を画一的に変更すべき合
理的な必要性があること。
イ 当該約款を使用した契約が現に多数あり，
その全ての相手方から契約内容の変更について
の同意を得ることが著しく困難であること。
ウ 上記アの必要性に照らして，当該約款の
変更の内容が合理的であり，かつ，変更の範囲
及び程度が相当な ものであること。
エ 当該約款の変更の内容が相手方に不利益
なものである場合にあっては，その不利益の程
度に応じて適切な措置が講じられている こと。
(2) 上記（1）の約款の変更は，約款使用者が，
当該約款を使用した契約の相手方に，約款を変
更する旨及び変更後の約款の内容を合理的な方
法により周知することにより，効力を生ずるも
のとする。
5 不当条項規制
前記2によって契約の内容となった契約条項
は，当該条項が存在しない場合に比し，約款使
用者の相手方の権利を制限し，又は相手方の義
務を加重するものであって，その制限又は加重
の内容，契約内容の全体，契約締結時の状況そ
の他一切の事情を考慮して相手方に過大な不利
益を与える場合には，無効とするものとする。
電気事業者と家庭部門の消費者との聞におい
て，契約約款の規制が必要である。電気事業法
第 18条以下で規律されている。第 18条以下で
足りない部分があれば，民法上の契約約款の諸
規定が意味を持つであろう。
第33 不安の抗弁権
双務契約の当事者のうち自己の債務を先に履
行すべき義務を負う者は，相手方につき破産手
続開始， 再生手続開始又は更生手続開始の申立
てがあったことその他の事由により，その反対
給付である債権につき履行を得られないおそれ
がある場合において，その事由が次に掲げる要
件のいず、れかに該当するときは，その債務の履
行を拒むことができるものとする。ただし，相
手方が弁済の提供をし，又は相当の担保を供し
たときは，この限りでないものとする。
ア 契約締結後に生じたものであるときは，
それが契約締結の時に予見することができなか
ったものであること
イ 契約締結時に既に生じていたものである
ときは，契約締結の時に正当な理由により知る
ことができなかったものであること
電気事業者と家庭部門の消費者との聞におい
て，家庭部門の消費者の立場から，電気事業者
に対し不安の抗弁権を行使する場合があるであ
ろう。この理由は，電気の供給の不安定さであ
る。
第34 継続的契約
1 期間の定めのある契約の終了
( 1) 期間の定めのある契約は，その期間の満
了によって終了するものとする。
(2) 上記（1）にかかわらず，当事者の一方が契
約の更新を申し入れた場合において，当該契約
の趣旨，契約に定めた期間の長短，従前の更新
の有無及びその経緯その他の事情に照らし， 当
該契約を存続させることにつき正当な事由があ
ると認められるときは，当該契約は，従前と同
ーの条件で更新されたものとみなすものとする。
ただし，その期間は，定めがないものとする。
2 期間の定めのない契約の終了
( 1) 期間の定めのない契約の当事者の一方は，
相手方に対し，いつでも解約の申入れをするこ
とができるものとする。
(2) 上記(1）の解約の申入れがされたときは，
当該契約は，解約の申入れの日から相当な期間
を経過することによ って終了するものとする。
この場合において，解約の申入れに相当な予告
期間が付されていたときは，当該契約は，その
予告期間を経過することによ って終了する もの
とする。
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(3) 上記(1）及び（2）にかかわらず，当事者の一
方が解約の申入れをした場合において，当該契
約の趣旨，契約の締結から解約の申入れまでの
期間の長短，予告期間の有無その他の事情に照
らし，当該契約を存続させることにつき正当な
事由があると認められるときは，当該契約は，
その解約の申入れによっては終了しないものと
する。
3 解除の効力
前記 1( 1)又は2( 1）の契約を解除した場合には，
その解除は，将来に向かつてのみその効力を生
ずるものとする。
電気事業者と家庭部門の消費者との問は継続
的契約関係になるので，これらの諸規定が役立
つであろう。
4.3.5 その他の提案
前述したガス指令は電気指令の内容とその特
徴から異なる部分があるが，ガス指令と電気指
令は大枠で同じ内容を持っている。本稿は電気
事業に関連する消費者保護を主たる内容として
いるので，電気指令を中心に述べることにする。
電気指令の特徴は，公共サービス義務と消費
者保護に関する規定（消費者保護に関する措置
を詳細に定めている付属書 Iを含む），構成国
の規制機関に関する規定，小売市場の十分な機
能と透明性の向上のために，送電および配電シ
ステム運営者，供給事業者，顧客，その他の市
場参加者の役割と責任に関する規定からなる。
公共サーピス義務と消費者保護に関する規定
（消費者保護に関する措置を詳細に定めている
付属書 Iを含む）については，我国の電気事業
法，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
る法律における適正な電力取引についての指針
および不公正な取引方法，消費者契約法・特定
商取引法等の消費者法，電力会社の契約約款に
関連する。報告書の中の市場機能の活用は，私
的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律
における適正な電力取引についての指針および
不公正な取引方法に関連する。
しかし，これらの内容は，電気指令の公共サ
ービス義務と消費者保護に関する規定を網羅す
るものではない。この残された部分はかなり重
要な部分で，公共サービス義務は我国において
も法律に明文化していくべきであると考えてい
る。これは，特に電気事業法に規定されるのが
適当である。
構成田の規制機関に関する規定について，報
告書は，政府が監督等の業務を適切に実行する
ための独立性と高度の専門性を有する行政組織
を提案している。電気指令において，構成国の
規制機関に関する規定がある。この規定は，規
制機関の選任および独立性に関する規定，規制
機関の一般的な目的，規制機関の義務と権限な
どを規定している。これらの規定を参考にし
我国の原子力規制委員会のような組織も劇酌し
て，電気規制委員会法を制定すべきである。
小売市場の十分な機能と透明性の向上のため
の，送電および配電システム運営者，供給事業
者，顧客，その他の市場参加者の役割と責任に
関する規定について，報告書は，電力選択の自
由，小売市場への事業者の参入の自由，供給途
絶等のないようにする需要家保護を基本とする。
これらの分野を規制するために，電気小売市場
法を制定すべきである。
5 結語
本稿は，電力システム改革の一環として作成
され公表された 「電力システム改革の基本方針
一一国民に聞かれた電力システムを目指して」
と「電力システム改革専門委員会報告書」の内
容を消費者の権利の観点から考察した。
その次に，「電力システム改革専門委員会報
告書」の内容が反映された電気事業法の改正案
に言及した。
これを踏まえて，この分野では先行地域の
EU法を採り上げた。すなわち，電気指令とガ
ス指令である。特に電気指令における公共サー
ビス義務と消費者保護に関する規定（消費者保
護に関する措置を詳細に定めている付属書 Iを
44 電力市場改革と消費者法
含む），構成田の規制機関に関する規定，小売
市場の十分な機能と透明性の向上のための，送
電および配電システム運営者，供給事業者，顧
客，その他の市場参加者の役割と責任に関する
規定に焦点を当てた。
主として電気指令との比較から日本法として，
私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法
律における適正な電力取引についての指針およ
び不公正な取引方法，消費者契約法・特定商取
引法等の消費者法，電力会社の契約約款，民法
の改正中間試案に言及した。この中で，比較法
から得られた日本法への提案を行った。その他
に， EU指令にあって日本法にない部分につい
ても新たな提案を行った。
しかし，これらの提案や「電力システム改革
の基本方針 国民に聞かれた電力システムを
目指して」と「電力システム改革専門委員会報
告書」の内容を解説した際に指摘した部分につ
いてさらに具体化する課題が残されている。こ
の課題は， EU指令を受けたヨーロッパ諸国法
などを参考にして解決したいと考えている。
その他に，経済産業省は，電力小売りの全面
白由化に伴ってガス小売りの全面白由化を検討
する予定である。前述した EUのガス指令はそ
のための有益な情報を提供しているので，消費
者保護の観点から検討・公表したいと考えてい
る。
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